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はじめに

　旧相馬村（現在弘前市）のリンゴ農家の募集に応じて、

私がリンゴの木のオーナーになり12年が経過した。リン

ゴ栽培は、冬期の雪上での剪定から始まり、気象や病虫

害の影響を受けやすい開花期の受粉、花摘みなどの諸作

業、数回の実すぐり（摘果）から収穫、箱詰めまでリン

ゴ農家のお世話になり、見学、時には、作業の手伝いを

させていただいた。

　こうしたリンゴ農家の苦労と並々ならぬ努力、研究心

に間近に接しながら、リンゴ農家の経営状況を知り、経

営危機の深化を痛感するようになった。

　本稿は、1990年4月、りんご果汁の輸入自由化以降、

安価な果汁の輸入が増大し、輸入圧力によって加工用リ

ンゴ価格さらには生果用価格が大幅に低落し、生産費を

割り込むに至っている経営状況について分析した。リン

ゴ経営は極めて厳しい局面に立たされており、まさに恐

慌的状態に陥っている。

　その背景には、ＷＴＯ体制下で発生した明白なシェー

レ現象（農産物価格が低下・低迷し、購入資材・機具等

工業製品価格が上昇し、鋏状に価格動向が乖離する現象。

第2節で説明）が指摘される。さらに、原油の値上がり

など、この２，３年の資材価格の高騰がさらに重圧とな

り、より強められて、農業に不利な価格動向が継続し、

危機が深化している。

　農産物（ことに米、果実）の恐慌的な価値破壊、価格

破壊の下で、青森県のリンゴ農家の経営危機により、リ

ンゴの生産・再生産が非常に危うくなりつつある。すな

わち、安定した供給が脅かされ、台所に届かなくなるお

それが生じている。

　同様に、青森県の稲作も販売価格の低下によって、極

めて厳しい状況にある。農水省の米生産費調査の販売

農家の県平均値においては、2000年以降８年間、10a 当

たり費用合計が粗収益を上回る赤字経営となっている。

10a 当たり所得について作付規模別にみると、１ha 未満

が赤字であり、１ha 以上は黒字であるが、労働を補償

するには十分ではなく、10ha 以上経営でも2004年以降、

10a 当たり所得は２万２千円にすぎない。家計費を充足

するには30ha 以上の作付が必要であるが、その規模の

農家は、県下で数十戸にすぎない。

　このような農業経営の危機的状態は、広く一般には知

らされていない。マス・メディアも農業全体のデータな

どは報道しても、ミクロの農業経営や農家経済について

は情報が乏しく、認識がおろそかに見える。また、行政

や関係団体も意外に鈍感であり、危機感を持った対応に

欠けている。あるいは、危機を感じながらも有効な対策

を講じられず、当面の対応に追われているように見える。

　ところで、2008年には、１月の中国製冷凍餃子の袋か

ら禁止農薬が発見された問題に始まり、相次ぐ輸入食品

の汚染あるいは食品の偽装事件も多発した。国際的にも

アフリカなど18カ国で、食糧危機、食品の暴騰により暴

動が発生したと伝えられている。

　こうした食糧危機については雑誌や各紙の新聞報道な

どでも取り上げられているが、本稿では、こうした危機

は、国境障壁を無くした世界的規模の貿易自由化推進体

制との関連で発生しており、その根源には1995年に成立

した WTO（世界貿易機関）体制の存在とそれがもたら

す日本農業への構造的問題性を指摘できる。

　そのことを第１節で簡単に触れた上で、第２節で稲作、

第３節・４節でリンゴ経営の危機的状況とその背景を分

析し、解明したい。最後に、食の安全と確保に関わる課

題について、簡単に触れておきたい。

　日本においても食糧危機と農業経営危機が関連して発

生しており、今後より現実的な大問題となろうとしてい

る。安全な食料の安定的な確保にとっても、農家の経営

問題は分離することの出来ない解決すべき重要な課題で
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ある。生産者と消費者がともに考え、立ち向かうべき問

題であると考える。その考察のための素材を提供したい。

第１節　WTO 体制の特徴とその影響、問題性

１．ＷＴＯ体制の特徴

　日本の農業、青森県の農業を襲っている難問は、

WTO 体制に深く関連している。それゆえ、WTO 体制の

特徴と問題性についてごく簡単ではあるが、述べておき

たい。

　1986年に開始した GATT（関税と貿易に関する一般協

定）のウルグァイ・ラウンドは、７年半後の1994年に

「WTO を設立するマラケシュ協定」が成立し、1995年１

月１日に世界貿易機関（WTO）として発足した。これ

は名実ともに多角的自由貿易体制を管理するための国際

機関である。（1）

　WTO 協定は、「関税その他の貿易障害を実質的に軽減

し及び国際貿易関係における差別待遇を廃止するための

相互的かつ互恵的な取極を締結することにより、前記の

目的の達成に寄与することを希望し、よって、関税及び

貿易に関する一般協定、過去の貿易自由化の努力の結果

及びウルグァイ・ラウンドの多角的貿易交渉のすべての

結果に立脚する統合された一層永続性のある多角的貿易

体制を発展させることを決意し」（マラケシュ協定前文）、

協定が結ばれている。

　その特徴は、第一に、商品のみならずサービスや知的

所有権等より広範囲な分野を包括・規律する多角的貿易

体制であること、第二に、WTO 協定のすべては一括し

て受託しなければならないこと、第三に、1947年のガッ

トによる「国内法優先規定」が廃止され、WTO 加盟国

は、1994年のガットの規定に違反する国内法令をガット

に適合させる義務を負うこと、第四に、統一的な紛争問

題解決メカニズムが採用されることになり、紛争解決の

ための小委員会の報告の採択に当たってはネガティブコ

ンセンサス方式（採択・承認等をしないことがコンセン

サス方式〔全員同意方式－引用者記〕により決定されな

い限り、採択、承認等が行われる方式〔つまり、全員が

反対しない限り、一国の賛成でも採択される方式（－引

用者記）〕が採用されることになった。これにより、「紛

争解決」が容易に「成立」することになった。ＷＴＯの

組織は、図１のごとく、体系的・総合的に形成されてい

る。（2）

　こうして、「WTO は国内法に優先する立法・司法・懲

罰権をもつ国際的な権力機関となった」（3）このことは極

めて重大なことを意味しており、これまでの国際条約の

常識である国内法優先規定を覆し、国内法に超越した権

限を持つ拘束力の強い協定となった。

　そして、自由貿易の障害、障壁となるものを排除し、
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自由貿易を効率的に推進し、国際競争力を持つ企業・産

業が世界市場を制覇する可能性が保障されることになっ

た。すなわち、多国籍企業や国際金融資本等が地球規模で自

由に営業ができる条件整備を保証するものとなった。（4）

　例えば、世界最大の穀物商社である米国のカーギルは、

米国内のみならず国外市場と低廉な労働力、資源、資材

調達を図り、企業の合併・買収などを通じて63カ国に多角

的な事業を展開しており、2006年の総売上高は752億㌦

（約９兆円）に達しており、米国内の農産物流通・加工

の首位・上位を占めている。それのみならず、農薬、種

子等の農業生産財の市場支配でトップに立つモンサント

社とも提携して、新機能性飼料・食品の開発に取り組む

など、農業生産・流通・加工に関わる全ての分野での国

内外での市場支配力を強めている。（5）カーギルの日本法

人カーギルジャパンは、日本の米輸入事業にも関わって

きており、ＷＴＯ体制下では日本の米市場を巡る競争も

グローバル化してきている。（6）

２．日本農業への影響

　農業に関しては、ガット・ウルグァイ・ラウンド農業

合意により、国内における助成、国境措置等について、

表１、表２のような規律が定められている。

　国内助成については、価格支持等を20％削減すること

が決められた。日本は、助成合計額約５兆円を2000年ま

でに20％減の約４兆円以下に削減することが目標であっ

たが、これを早々と大幅に超過達成した。すなわち1998

年度までに「新たな米政策」の導入などにより7,665億

円にまで激減させ、価格支持予算削減も一因となり、ま

た、輸入増大に伴う国内農産物価格の低落がいっそう際

だつこととなった。それに対して、米国では1999年度に

価格支持により助成額を逆に増加させており、ＥＵもよ

り緩やかな削減にとどめている。日本は1999年度におい

て、輸出補助金無しの農産物輸出国であるカナダ並みの

低い助成額水準となった。

　市場アクセスについては、原則として全ての輸入制限

を関税化（米は特例措置であったが1999年に関税化に移

行）、輸出補助金の削減等が決められた。

　農業合意後の政策の変化も影響した、WTO 体制下の

日本の農業・農政の変化について概観すれば、市場主義

的農政への転換がなされ、1994年の農政審議会報告「新

たな国際環境に対応した農政の展開方向」等を受け、市

場競争原理の導入と規制緩和の推進が図られた。1994年

に旧来の「食糧管理法」を廃止し、新たに「食糧法」を

制定するとともに、ミニマム・アクセス米（最低限輸

入機会提供米）として消費量の4％から8％の輸入が「義

務」づけられ、米の過剰下で大幅な生産調整をしている
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にも拘わらず、恒常的に米が輸入されることになった。

1995年から2008年度末までに、合計輸入米量は865万ト

ンに達している。（7）米国からのリンゴ輸入も1995年から

始まった。さらに、農業政策の基本方針を示す「食料・

農業・農村基本法」が1999年に制定された。

　かくして農産物輸入がさらに怒濤のごとく増大し、

1986年の輸入額200億ドル余りから1993年の400億ドル余

りへと倍増し、95年には500億ドルを超過した。食糧自

給率は一層低下し、供給熱量自給率では、1985年度の

52％から90年度の47％、95年度の42％、2006年度には

ついに39％へと低下してしまった。食料の60％以上を

海外に依存する状況が1998年から11年間も継続してお

り、「国際的圧力と危険にさらされている国」に長期に

わたってはまりこみ、食糧の安定的供給と安全性の確保

が極めて危うい状況におかれている。（8）

　また、農産物価格の低落・変動、農業予算の削減と農

業所得の減少が顕著となった。

　政府の農林水産予算は1995年度の３兆5,400億円から

年々低下しており、2005年度には２兆9672億円へと10年

間で5,728億円、16.2％も削減されてきた。一般会計予算

総額に占める比率は1995年度の5.0％から2007年度には

3.2％へとさらに大きく縮小している。

３．青森県農業への影響

　この点を青森県について概観すると、農業粗生産額は

1994年の3,575億円から年々大きく減少し、1998年には

2,801億円となり、４年間で22％も減少した。2000年に

は2,648億円へと更に低下し、2003年には2,402億円へと

９年間で32.8％も激減した。これは、農産物価格の低落

による影響が大きい。長期にわたり痛撃を受けてきたの

である。2004年には台風の被害はあったが、価格が回復

するなどにより2,963億円に持ち直している。

　農業粗生産額から肥料、飼料、農薬、農機具等の物

材費や支払い小作料等の経営費を差し引いた額であり、

農業労働の成果を表す生産農業所得は、青森県全体で、

1994年の1,983億円から1997年には1,285億円へと698億円、

35％も減少した。粗生産額の減少を上回る大幅な後退で

あり、このことは、経営費の減少がより少なく、あるい

は逆に、経営費の増大を意味している。2000年には1,138

億円にまで6年間で42.6％も農業所得が激減した。2004

年には、1,270億円へとわずか回復しているが、2000年

以降1,100億円台で停滞的状態にある。

　農産物販売額が50万円以上または経営耕地30ａ以上の

農家が該当する販売農家１戸当たり平均の農業所得、農

家総所得の推移についてみると、農業所得は、1994年の

216万円から1998年には149万円に、31％も減少している。

2003年には、99万円にまで凋落したが、2004年には181

万円へと回復している。農外所得に年金被贈収入等も含

めた農家総所得は、1994年の797万円から1998年には729

万円に減少している。減少傾向は持続しており、2004年

には567万円へと縮小している（2004年から調査方法が

異なり連続していない。）。いずれにしても農業経営と農

家の生活・経済の厳しさがうかがえる。（9）

　このような経済事情を背景にして、農家戸数、農業

就業人口のかってないほどの激減と高齢化の深化が進

んでいる。2005年センサスによる青森県の販売農家数

は５万790戸で、2000年の５万9,996戸より15.3％も減少

した。専兼業別にみると専業農家の割合は、1990年の14．

7％（うち高齢専業農家3.8％）から2005年の23.2％（同

11.4％）へと次第に高まってきている。４戸に１戸が専

業農家であり、その半数が高齢専業農家である。

　農業経営類型別の主副業別構成割合を2000年センサス

によってみると、単一経営では、主業農家（専業農家＋

第1種兼業農家）が酪農では86％（青森県総販売農家の

0.5％）、工芸農作物では71％（同1.5％）、果樹類が61％

（同17.5％）と高い割合を占めている。反面、稲作では

主業農家がわずか16％（同42.2％）と最も低くなってい

る。青森県においては、稲作は後述のようにリンゴ以上

に厳しい経営状況となっており、稲作経営の存続が危う

くなっている。

　2005年の経営耕地規模別構成割合では、総農家数

61,600戸のうち5ha 以上の農家が、2000年の5.4％から

6.4％へと比重を高めているが、増加戸数は頭打ちになっ

てきている。また、３～５ha 規模層は総農家の9.4％を

占めるが、これも増加は頭打ちであり、３ha 以下の各

層は減少している。

　農産物の販売金額規模別では、1,000万円以上の農家

の割合は6.2％であり、2000年の4.3％よりわずかに比

重を高めているが、全国の7.3％には及ばない。ただし、

東北の4．2％を上回っている。

　農業労働力の概況を見ると、2005年の販売農家の

農業就業人口は９万6,166人で、2000年より1万3,384人、

12.2％減少している。1990年に比べれば、３万3,559人、

25．9％減少している。農家戸数の減少比率よりも小さ

いことが特徴的である。青森県は農外労働市場が乏しく、

全国最下位に近い有効求人倍率と最低賃金水準といった

条件が影響している。

　男女別では2000年に比べ、男子が4,047人減少したの

に対し、女子は9,337人の減少となっており、男子の構

成比が47％に高まった。また、年齢別農業就業人口割合

は、59歳以下が減少を続け、逆に60歳以上は60％へと増

加している。

　2000年の統計ではあるが、農業経営類型別の基幹的農

業就業者の年齢別構成をみると、稲作および果樹類部

門は野菜、酪農、複合経営等に比べて49歳以下の割合が

24％以下と低く、逆に、65歳以上の割合が34％弱と高く

なっている。果樹、稲作が高齢者によってより多くの割

合で生産され、供給されている。言い換えれば、この部

門の衰退がより緊急な課題として提起されている。

　2005年の新規就農者についてみると、新規参入者は、
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前年を１人上回る８人となったが、U ターン就農者が48

人と前年を５人下回り、また、新規学卒（中学・高校・

大卒等）就農者も82人で前年を8人下回った。全体では

前年を12名下回る138人となった。

　また、あとつぎのいる農家は、2005年では、4,984戸

と販売農家全体の9.7％にとどまっている。販売農家の

90％にあとつぎがいない状態である。このこともこれま

でにない厳しい事態である。経営規模が大きいほどあと

つぎのいる割合が高い傾向にあるが、５ha 以上層でも

23.8％にとどまっている。（10）

　また、2006年３月末現在で認定されている青森県内の

農業経営改善計画は4,667となっており、営農類型別で

は、果樹単一、複合経営、稲作＋野菜、稲作の順で比率

が高くなっている。販売農家の９％余りにすぎない。

　つぎに、農業生産法人と農業生産組織等について述

べれば、2006年１月１日現在の青森県の農業生産法人は

191法人で、前年より12法人増加した。農事組合法人が

70（前年より４減少）、有限会社が117（同14増加）､ 株

式会社が４（２増加）である。2002年の151法人より40

増加している。４年間で有限会社が36、株式会社が4増

加した。ただし、12％が休業状態のようである。

　耕作放棄地・不作付け地も増大してきており、りんご

果樹課の調査によれば、リンゴの放任園は2007年６月で

45㌶に達しており、５年前よりほぼ２倍に増加している。

毎年20㌶が伐採処置されているのであるが、新たに30㌶

の放任園が発生し、累増してきている。放任園が県内の

結果樹面積に占める割合は0.2％にすぎないが、病害虫

の温床となり、周囲の生産者には防除費がかさむなど深

刻な問題となってきている。（11） 

　このように、農業・農家が存亡の危機に立たされてお

り、まさに崖ふちで後退できない状態になりつつある。

この点は、青森県の稲作およびリンゴ農家の経済分析を

第２節～第４節で行いたい。

　他方では、新たな投資・収益部門として財界の要望が

強かった株式会社の農業参入論が横行し、農業参入が進

展しつつある。上記の事態を招いた要因分析を明確に行

わないままに、また過去の政策の検証と関連性並びに責

任を伏せたままで、困難な局面の一つの打開策を装って、

株式会社の農業進出が進みつつある。株式会社の農業参

入は大きな問題を抱えており、ことに株式会社の農地取

得自由化は農業・農地の荒廃、転用に道を開くものであ

り、認めるべきではない。現在検討されているが、極め

て慎重に検討されるべきである。また、その将来展望は

甘くはないであろう。（12）

　ＷＴＯ体制の下で、国際的には、農産物の需給変動も

重なり、国際価格の上昇、下降変動が見られ、農産物輸

出競争が激化し、前述のように多国籍アグリビジネスへ

の農畜産物、農薬、肥料、種子、機械等の生産・流通の

集中化・系列支配化等が進展している。このような構造

的問題を見落とすことができない。（13）

第２節　青森県産米の生産・販売状況と収益性

１．はじめに

　青森県の稲作は、冬期の積雪寒冷と夏期の偏東風がも

たらす低温障害に襲われ、数年に一度の冷災害との闘い

の歴史であった。耐冷性品種の育成と寒地稲作技術の導

入・普及によって、戦後、青森の稲作は目覚しい躍進を

遂げ、反収日本一を記録する昭和40年代中半には、日本

の米作は皮肉にも過剰生産時代を迎えた。

　耐冷性多収品種は窒素肥料感応度が高いが故に高蛋

白質、高収量であったが、逆に食味には劣ることにな

り、「自主流通米」が相対的に高く評価され流通する時

代にも相対的に低い価格の「政府米地帯」に甘んじてき

た。安定した高収量の追及が悲願であったが故に、良食

味米への転換が遅れた。米需要の減少と過剰基調の下で、

高品質・良食味生産の競争が激化する中で、青森米は競

争に立ち後れ、後塵を拝し続けてきた。

　もちろん、これまで1976～69年の「青森県４―６米づ

くり運動」以来、11期に渡る青森県の米づくり運動にお

いて、良質米生産推進運動も1984年の第６期以降取り組

まれてきた。新品種の育成にも懸命に取り組んできた。

　それらの成果は、近年の米政策改革推進の過程で、官

民一丸となった「売り込みできる米づくり」への取り組

みとなり、厳しい販売市場競争の中で効力を発揮しつつ

あり、今後の実効が問われようとしている。

　他方での問題点として見落とせないことは、生産基盤

の弱体化であり、米の再生産が危機的状態に陥りつつあ

ることである。このことは、極端な米価格低落の下にあ

りながら、肥料・農薬等の資材、機械・施設の償却費等

の経営費・生産費はそれほど低下・減少しておらず、し

たがって、稲作所得は急激で大幅に減少しており、経営

の存続が問われる事態に陥っている。

　ことに青森県は、限界地的稲作生産であるが故に極め

て厳しい局面に立たされている。需要が減少する下で生

産適地としての耕境圏内から、価格市場競争を背景とし

た耕境圏外へとはじきとばされかねないところに立たさ

れている。青森県内の米の再生産が保証されないという

厳しい現実にあることを認識せざるを得ない。

　本節では、青森県の米の生産・流通・販売状況を統計

によって整理・検討し、青森県の稲作経営の危機の深化

について検討したい。

２．青森米の生産状況　

　近年の生産状況は、表２－1のように作付面積、収穫

量、10a 当たり収量が推移している。

　平成17年の水稲作付面積は、生産調整配分方式の変更

に伴って、前年産に比べて米の生産目標数量は減少した

ものの、単収の低下を伴う減農薬・有機栽培等への取組

みが進んだこと、大豆等他作物から加工用米への転換
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があったため、前年（５万3,600ha）より200ha 多い５万

3,800ha となった。2006（平成18）年産では、500ha 減

の５万3,300ha へと減少し、平成19年産では52,200ha と

2003（平成15）年とほぼ同じ作付面積に減少している。

　2005（平成17）年の県全体の作柄は、10a 当たり収量

が、長野県に次いで全国第2位の600kg、作況指数「103」

のやや良となり、平年反収では全国第３位の高さに回

復し、収穫量は32万2,800ｔとなった。また、一等米比

率は、81.8％となっている。なお、2003（平成15）年に

は冷害・凶作となり、作況指数は53、10㌃当たり収量は

308 kg に低落し、1993（平成５）年の同28に次ぐ冷害・

凶作となった。（14）

　こうした冷害年をのぞくと１等米比率は80％以上と

なっており、全国平均を数％から10％程度上回っている。

18年産は10㌃当たり収量が全国２位の581kg、収穫量は

31万㌧となった。

 

　品種別の作付割合は、2005（平成17）年産では、「あ

きたこまち」の子、コシヒカリの孫に当たる「つがるロ

マン」が53％に比重を高めており、同様に青森県育成品

種であり、コシヒカリの孫に当たる「ゆめあかり」が

33％へと拡大してきた。逆に、「むつほまれ」は10％へ

と数年間で激減し、主役の座が入れ替わっている。青森

県では県内で育成した品種のみを奨励品種としており、

近年では、コシヒカリ、あきたこまちの血を引く系統が

奨励品種となっている。

　これまで、気象条件等の生育条件や栽培適性を考慮

してきたために、こうした「良質米」として有名な品

種あるいはその系統の育成・普及が他県に比べて遅れ

ていたが、2006（平成18）年産では、父方、母方ともコ

シヒカリの血を引く「まっしぐら」が「良食味」の期

待を背負って4,800ha に作付けされた。19年には一挙に

２万900ha の作付けが見込まれており、作付け面積比率

は41％を占め、つがるロマンの53％に次ぐ双璧となっ

た。逆に、ゆめあかりが200ha に激減して消滅しつつあ

り、むつほまれが1,900ha、４％へとさらに後退している。

　県は、適地適品種の奨励、指導を厳しく行ってきたが、

作付け品種のめまぐるしい変化、盛衰は、現地における

真剣な作付け品種選択の表れであり、また、急激な品種

転換による混迷の一端をも表現している。品種選択がこ

れほど厳しく問われる時代は、「明治農法」が導入され

普及する時期と地球の寒冷期が重なった明治末期の農法

変革期・収量の大変動期に並ぶ厳しい選択が迫られてい

る。

　後述する経済的苦境とともに、稲作の栽培上の苦労が

増してきている様子がうかがえる。

３．青森県産米の集荷・販売状況　

　2005（平成17）年産米の収穫量は32万2,800ｔであっ

たが、表２－２のように、青森県産米の基準数量は平成

12年の20万㌧から17年の18万㌧へと約１割減少してきて

おり、全農青森県本部などによる集荷数量も20万㌧から

17万6,810㌧へと減少している。

　集荷率は、作況指数が53と凶作であった平成15年の

50％を除き、平年作では95％程度を実現しており、高い

集荷率と言えよう。JA 単協の独自販売が増加してきて

いるが、全農県本部経由の一元プール計算方式を採用し

ており、独自販売の成果が、価格にはストレートには反

映しないようである。

　集荷数量のうち、民間流通米は全体の90％以上を占め

ている。主食うるち米の2005（平成17）年産から18年産

への流通量を品種別にみると、つがるロマンが58％→

64％へと増加し、逆に、ゆめあかりが33％→21％、むつ

ほまれが８％→６％に減少し、また、期待を背負って

新登場した「まっしぐら」は18年産で一挙に９％を占め、

第３位に急上昇している。

　民間流通米（自主流通米）の出荷先の構成比を見ると、

表－３のように、18年産では関東方面への出荷が47％と

最大であり、次いで近畿地方の36％、青森県内の17％と

続いている。近年は県内の比重がやや低下気味であり、

関東、東海、近畿で増加しているが、かなり変動が大き

いことが特徴である。販売先の確保に東奔西走し、苦労

している様子がうかがえる。

 

　つぎに、全国米穀取引価格形成センターにおける青森

県産米の入札取引結果についてみておこう。表２－４に

示したように、冷災害のあった凶作年の2003（平成15）

年を除き、入札取引価格は各銘柄とも低下傾向にある。
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ことに青森県産のつがるロマン、むつほまれ、ゆめあか

りの低下率が大きくなっている。

　2005（平成17）年産ではそれぞれ60kg 当たりつがる

ロマンが13,473円、むつほまれが12,467円、ゆめあかり

が12,885円に低下している。

　こうした中で、2006（平成18）年産についてみると新

潟魚沼産コシヒカリを除く全国の米の銘柄間の価格差が、

近年縮小してきている。これまで安い米の代表といわれ

てきていた北海道や青森県産の米の価格と、おいしい米

のチャンピオンといわれた新潟県一般地域産コシヒカリ

の価格差は、17年産の60kg 当たり5,000円から18年産の

4,600円の格差へと縮小してきている。ただし、コメ価

格センターの公表する落札加重平均価格と日本経済新聞

その他の米業界紙（誌）が発表する価格（実需価格）と

の間には多少の差異があり、留意を要する。

　2005（平成17）年産ではそれぞれ60kg 当たりつがる

ロマンが13,473円、むつほまれが12,467円、ゆめあかり

が12,885円に低下している。

　こうした中で、2006（平成18）年産についてみると新

潟魚沼産コシヒカリを除く全国の米の銘柄間の価格差が、

近年縮小してきている。これまで安い米の代表といわれ

てきていた北海道や青森県産の米の価格と、おいしい米

のチャンピオンといわれた新潟県一般地域産コシヒカリ

の価格差は、17年産の60kg 当たり5,000円から18年産の

4,600円の格差へと縮小してきている。ただし、コメ価

格センターの公表する落札加重平均価格と日本経済新聞

その他の米業界紙（誌）が発表する価格（実需価格）と

 
基準数量（トン） 集荷量 自主流通米 政府米

自主米比率
（％）

平成12年産 （230）207,780 200,074 （218）174,242 22,600 87

平成13年産 （190）194,157 165,904 （160）161,103         - 97

平成14年産 （190）194．268 185,027 （119）168,215 6,776 91

平成15年産 （181）186,755 92,752 91,962        - 99

平成16年産 （230）189,053 181,438 （213）153,138 28,300
※
84

平成17年産 （189）183．600 171,660 （189）147,560 31,100 86

平成18年産  (378) 175,680 160,540 (378) 146,072 10,000 94

表- 2　青森県産米集荷・販売状況

89

       2．加工用米は含まない

96

93

95

（注）1．（）内は、もち米で内数           ※平成１６年産から「民間流通米」比率を示す。

50

96

85

集荷率
（%）

表-4　　自主流通米入札取引結果

11年産 12年産 13年産 14年産 15年産 16年産 17年産 18年産

青森 むつほまれ 青森むつほまれ 14,688 13,970 14,465 12,672 17,006 12,557 12,467 14,048

青森 つがるロマン 青森つがるロマン 16,062 15,050 15,045 14,406 19,115 13,956 13,473 14,091

青森 ゆめあかり 青森ゆめあかり 14,379 14,690 13,950 16,722 12,947 12,885 13,609

秋田 あきたこまち 秋田あきたこまち 16,699 15,977 16,686 16,248 20,788 15,646 14,495 15,477

新潟 コシヒカリ(一般)新潟コシヒカリ(一般) 20,058 18,679 18,686 19,716 24,295 19,138 18,303 18,763

宮城 ひとめぼれ 宮城ひとめぼれ 16,363 15,665 16,089 15,694 20,798 15,470 14,900 15,507

資料：全国米穀取引価格形成センターによる。17年産は第13回（平成18年6月）までの結果である。

　　　　　　　（円/60㎏）

（注）18年産の価格は、包装代（紙袋）、拠出金、消費税の5％相当額を含む価格である。

表―４　自主流通米入札取引結果
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の間には多少の差異があり、留意を要する。

　また、回転備蓄された政府米の売り渡し価格が、

11,600円程度と安く、量も40万トンに及び、保管状態も

良く品質の低下もそれほどでないため、価格低落要因と

して、18年産の新米の価格に大きな影響を与えている。（15）

　こうして、18年産米はほとんどの銘柄が低価格で取引

されることになり、月々の需給変動はあるものの、終始、

従来にない低価格帯での取引が特徴といえよう。

　その中で青森県産米は、価格形成センターへの上場銘

柄米の中で最安値の価格帯に位置していたが、全体的

な低価格志向の市場動向の中で、売れ行きがよく、2007

（平成19）年１月末には96％が契約されるという状況で

あった。これには業務用の米として炊飯特性が優れてい

ることが評価されたことも反映していると思われる。（16）

　2007（平成19）年10月末には全量の販売が完了してい

る。低価格帯の北海道米、青森県産米が売れ行きがよ

かったといえる。 

　そのことを反映して、青森県の2008（平成20）年産米

の「需要量に関する情報」の見通しでは、需要実績が、

16・17年産の27万トン台に対し、18年産の試算では、国

公表の補正数量を基に仮作況及び18年産米過剰数量を加

味して30万7千トン台が見通されている。（17） 

　しかしながら、その販売価格は17年産よりもさらに低

下しているとみられる。ＪＡ出荷契約米に関しては、一

等の「ＪＡ米」の場合で、つがるロマンが60kg 当たり

10,800円＋概算金450円の精算が見込まれている。また、

ゆめあかり、まっしぐら　がともに同10,100円＋概算金

450円、むつほまれが9,300円＋概算金450円の精算とな

る見込みである。

　なお、クリーンライスではそれを基礎にして60kg 当

たり200円が上乗せされ、また、「一般米」の場合では、

逆に400円が減額されることになる。完売される見込み

であるが、生産者にとってはその低価格が、経営・生活

の存続に関わる大問題となっている。

　なお、19年産米の概算単価については、従来通り最終

手取りに近い金額とし、持ち越し古米対策経費の財源を

確保した上で、最終精算額で概算金の返金が発生しな

い水準として、指定地域の「つがるロマン」（ＪＡ米・

一等紙袋込み・60kg）が10,100円、「まっしぐら」が同

9,500円に決められている。低落傾向が強まっている。

４．稲作農家の収益性の悪化

　つぎに、農水省の米生産基調表結果によって青森県の

10ａ当たりの米生産量と収益性の推移を平成２年（1990

年）より平成16年（2004年）まで示すと、表２－５の通

りである。

　10ａ当たりの米収益は1995（平成７）年までは16万円

程度に達していたが、その後急激に減少してゆき、2004

（平成16）年には平年作を上回る600kg の収量であった

が、10万円へと大幅に減少している。入札取引価格及び

その近傍でやや下回る実需価格とも前述のように、冷害

時を除き、低落を続けており、18年産の JA 全農青森の

仮渡し金は、つがるロマンでも60 kg 当たり10、800円に

すぎない。価格がまだ良かった17年産でもつがるロマン

で11、300円にすぎなかったのである。これは、農家渡

しの予約前途金であり、手数料・流通経費・保管料など

が差し引かれた後の精算の結果では、逆に農家が支払わ

ねばならないことも生じる。

　他方では、10a 当たり費用合計は平成２年の13万円か

ら徐々に低下してきているが、15年までは12万円台で

あり、16年には11万円台に低下したが、スピードが鈍い。

そのため、10a 当たりの所得は平成２年の77,765円から

平成12年には42,215円、16年には22,305円へと４年間で

２分の１以下へと激減している。平成２年に比較すれば

28．7％へと４分の１程度に驚異的な減少を示している。

まさに、恐慌的経済状態である。

 

東　北 全　国

 2　　年 7 12 13 14 15 16 16 16

620 572 592 572 566 308 600 563 532 

 ① 168,365 158,062 124,810 125,700 117,614 116,002 103,716 117,826 118,504 

 ② 134,418 128,129 126,283 125,939 123,170 121,003 111,557 110,692 122,446 

10,038 9,654 8,416 8,449 8,351 7,983 8,086 7,855 7,747 

6,918 6,243 6,067 5,878 6,286 3,976 6,333 7,717 7,309 

8,637 11,978 10,750 10,295 10,290 11,064 10,414 7,009 5,991 

20,062 20,974 20,612 22,337 21,110 32,765 19,472 13,580 13,365 

31,160 15,791 17,368 17,049 17,255 14,537 13,463 21,205 25,615 

46,514 51,104 51,437 50,569 48,054 35,930 38,035 38,777 45,408 

43,818 49,129 48,507 47,764 45,678 34,085 35,127 37,289 43,421 

11,089 12,385 11,633 11,362 11,824 14,748 15,754 14,549 17,011 

 ④         - 5,182 4,819 5,166 3,571 896 4,981 4,985 4,850 

 ⑤ 77,765 73,880 42,215 42,359 36,551 28,188 22,305 39,438 34,629

10 a 34,242 33,853 11,532 11,911 5,500 -5,963 -4,605 13,980 10,876 

1 日 5,683 6,689 2,930 3,046 1,403 -1,883 -1,350 4,138 2,959 

46.2 46.7 33.8 33.7 31.1 24.3 21.5 33.5 29.2

 表-5　青森県の米生産費と収益性（10ａ当たり）
（単位：円）　

区　　　　分
青　　　　　　森　　　　　　　県

収 量 (kg ）

粗 収 益

費 用 合 計

肥 料 費

農 業 薬 剤 費

土 地 改 良 及 び 水 利 費

賃 借 料 及 び 料 金

農 機 具 費

労 働 費

家 族 労 働 報 酬

所 得 率 （ ⑤ ／ ① 、 ％ ）

資料：生産費統計　

③うち家族労働費

そ の 他

支 払 利 子 ・ 地 代

所 得 ( ① － ② ＋ ③ － ④ )
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　10a 当たりの家族労働に対する報酬は平成２年には

34,242円に及んでいたが、平成15年以降はマイナス5,000

円前後と赤字経営に陥っている。１日当たりの家族労働

報酬も平成２年の5,683円から平成８年以降低下し、同

様に平成15年以降にはマイナス1,800円からマイナス

1,300円へと窮乏化している。東北や全国平均の所得や

労働報酬と比較しても際立って劣悪な状況である。

　これでは、米の再生産は不可能であり、家計、経営の

維持再生産も危うくなる。驚くべき事態であり、放置で

きない状況である。

　経営的には機械・施設の償却費部分を計上すべきであ

るが、計上できないままに生計費に回して見かけ上は回

転している。すなわち、必要な再生産費を先取りし、先

食いしてやっと生存している状態である。しかしながら、

他の収入が不足すれば、借入金の増加、場合によれば多

重債務に陥っていることも考えられる。（18）

　これを稲作作付規模別に分析したものが表２－６であ

る。

　１ha 未満の稲作農家では10a 当たり粗収益（11万円）

を経営費（13万円）が上回り、マイナス２万円の所得す

なわち赤字経営となっている。１ha 以上の作付規模で

は黒字であるが、最大規模層の作付10ha 以上層では10a

当たり２万円に過ぎない。仮に稲作で600万円の所得を

上げようとすれば、単純計算であるが、30ha の稲作作

付が必要となる。かかる大規模経営は青森県内では指折

り数える程度に過ぎないであろう。（19）

 

　むしろ、稲作付３～５ha 層、５～10ha 層の方が10a

当たり稲作所得が大きく、相対的には効率的経営、収益

性がましな経営となっている。このことの一因は、10ha

以上の大規模経営は機械、施設の投資の必要性が高まり

コストアップ要因となること、圃場の分散、遠隔化等に

1.0 ha 未満 1.0～2.0 2.0～3.0 3.0～5.0 5.0～10.0 10.0 ha 以上

532 540 544 582 602 578 

  113   103   121   117   113   114 

132.7 93.6 96.5 85.4 78.5 93.2

肥 料 費 8.3 8.4 8.4 9.3 6.4 7.9

農業薬剤費 6.9 6.1 6.4 5.3 6.8 7.3

土地改良及
び 水 利 費

10.6 10.8 11.8 12.0 7.6 7.7

賃 借 料 12.5 14.8 8.0 5.5 3.4 4.4

農機具・農
用自動車費

29.8 14.1 24.8 15.1 17.2 16.0

農業雇用労
賃

1.0 1.3 3.7 4.2 0.6 2.4

そ の 他 63.7 37.9 33.5 34.0 36.5 47.6

△ 20.0 9.7 25.0 32.1 34.7 20.4

表-6　青森県作付規模別の米経営費と収益性（10ａ当たり、16年）
（単位：千円）　

区　　　　　　分

収 量 (kg ）

粗収益

経営費合計

所 得

資料：H16営農累計別経営統計

より管理労働が手薄となり、収量の低下、不安定化を招

き易いこと、また、青森県の労働市場の狭さ、閉塞状態

をも反映した低賃金・高地代の構造の下で借地代がかさ

むこと等が挙げられる。規模の経済性は机上で考えるほ

ど容易には発現しないのである。

　従って、中小規模の精鋭の方が経営の維持、存続によ

り有利な位置にあると言えよう。もっとも、経営の安定、

維持存続のためには構造的問題を指摘せざるを得ない。

それは、昭和60年以降（1980年後半以降）の農業の交易

条件の悪化、ことに農産物自由化の進展した1990年（平

成２）年から1995（平成７）年にかけての農業交易条件

の急激な劣悪化が問題の根源に位置していると言えよう。

また、国際的には第一節で述べたように WTO 体制の成

立とそれによる規制が食料自給率を向上しようとする日

本の農村や国内政策をも制限し、縛っていることも大き

な問題である。（20）

４．農業交易条件の劣悪化による農業恐慌状態とシェー

レ現象

　最後に、こうした経営危機の深化の要因について検討

しておきたい。第1節で概述したように、「市場主義原

理」に基づく国際的な貿易自由化の推進と WTO 体制の

下で、日本の輸入農産物は激増していった。また、農産

物価格政策が転換され、農業予算が激減されたことも影

響し、国産農産物の価格は極めて厳しい状況におかれて

いる。

　そのことに関して、農業交易条件の劣悪化による経済

的不利性、困難性について、農産物及び農業生産資材の

物価指数動向（基準年2000年＝平成12年）を示した表２

－７によって検討しておきたい。

　それによれば、2000年（平成12年）に対する2005（平

成17年）の農産物総合指数は99.7へとわずかに低下して

おり、内訳では米が91.9へと大きく低下している。野菜
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は104.7へと上昇し、逆に、果実は90.7へとさらに大きく

低落している。この５年間に稲作及び果樹作経営が不

利な市場価格条件下で大きな打撃を受けたことがわか

る。逆に、生産資材総合の物価指数では、2005年（平成

17年）に102.7へとなおさらに上昇傾向にあった。こう

して、交易条件が不利になり、購入資材などの価格は上

昇し、逆に販売する農産物価格は低下してきている。ま

ともにいくら生産し、販売しても不利・損失を免れない

構造となっている。

　さらに注目すべきことは、WTO の発足した1995年

（平成７年）を物価動向の基準年にすると、様相はさら

に明白に悪化してくる。1995年（平成７年）から2000

年（平成12年）にかけてわずか5年間で農産物総合では

物価指数が14.4ポイントも低下しており、そのうち米の

低下が26.7でもっとも激しい。次いで果実が22.1ポイン

トも下落している。逆に、平成７年（1995年）の農業生

産資材総合の物価指数は、2000年（平成12年）よりも1.9

ポイント低いものであった。すなわち、1995年（平成７

年）から2000年（平成12年）にかけて生産資材価格は1.9

ポイント上昇している。生産資材総合の物価指数では、

2005年に102.7へとさらに上昇している。

　その上昇テンポは、表に示したように2007年にかけて

さらに強まり、飼料、光熱動力では７年間で33ポイント

以上も急騰し、肥料も10ポイントの高騰である。

　特筆すべき点は、その後さらに事態が悪化しているこ

とである。津軽地域の３つの農業協同組合の2008年８月

のデータによれば、2007年から2008年にかけて化成肥料

類が10～30％ほど上昇しており、秋以降注文する2009年

産用の資材価格は肥料、農薬その他資材ともさらに大幅

に上昇することが予想されている。今後も、津波のよう

な大打撃を受けようとしている。（21）

　交易条件がますます不利になり、購入資材などの価格

は上昇し、逆に販売する農産物価格は低下する構造の転

換と緊急対策が不可欠だ。このような農業生産物に極め

て不利な劣悪な交易条件の下で、誠実にいくら生産し、

販売しても不利・損失を免れない価格・市場構造の転換

が不可欠である。

　このことは、生産者のみの問題ではなく、安全な食料

の安定的な確保にとっても解決すべき重要な課題であり、

その意味では消費者にも突きつけられた、避けられない

問題である。

第３節　リンゴ果汁輸入の増大がリンゴ価格に
与えた影響

　1990年４月にリンゴ果汁の輸入自由化が決定され、そ

れ以降輸入量が増加を続けた。1995年には7万５千㌧

（生果換算で約66万㌧、国産果実の6割を超える量）に

達し、以後も変動を続けながらも増加基調にあり、台

風被害のあった2004年には9万4千㌧の輸入量となってい

る。生果・果汁合計の生果換算輸入量が70～80万㌧、国

内加工仕向け量の約５倍に達し、リンゴ全体の自給率は

60％を割り込むところまで低下している。国産リンゴの

果汁加工処理量は、1990年前後の約24万トンから急減し、

2003年以降には10万トン余りへとかつての4割台に減少

し、輸入果汁に市場を奪われている。（22）

　このようなリンゴ果汁輸入の増大が、日本のリンゴの

市場価格及び加工用リンゴ価格に及ぼした影響について

青森県を対象にして検討したい。

表 -７　農業物価指数と農業交易条件指数の動向（2000年・平成12年＝100）

1995年 2000年 2002年 2005年 2007年

農産物総合 114.4 100.0 97.0 99.7 97.3

うち　米 126.7 100.0 98.2 91.9 87.9

　　　野菜 116.4 100.0 101.2 104.7 104.7

　　　果実 122.1 100.0 84.2 90.7 99.9

　　　畜産物総合 101.1 100.0 98.6 109.3 108.7

農業生産資材総合 98.1 100.0 99.5 102.7 108.5

うち　種苗及び苗木 95.2 100.0 100.7 101.5 

　　　畜産用動物 92.9 100.0 92.4 117.0 

　　　肥料 95.3 100.0 100.4 103.2 110.0

　　　飼料 98.5 100.0 106.3 112.5 133.3

　　　農業薬剤 102.6 100.0 98.3 96.1 95.6

　　　諸材料 99.7 100.0 97.8 97.9 

光熱動力 101.9 100.0 97.7 115.9 135.0

　　　農機具 97.0 100.0 98.3 97.4 97.0

　　　建築資材 103.2 100.0 97.3 95.6 

農業の交易条件指数 116.6 100.0 97.5 97.0 89.7

注：農水省『農業物価統計』（白書付属統計表）より作成。
なお、2007年は速報値（2005年基準）によって推計した。
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　表－８、図１に示すように、リンゴ価格は1992年以降

低下傾向にあるが、収量・需給変動を反映して不安定で

ある。1997年には、生果の産地市場価格が1㎏当たり140

円へと前年より21％も低落し、また、果汁用価格は１㎏

19円へと前年より55％も激落し、衝撃的な暴落によって

生産費割れとなった。その後、生果の価格は少し回復

するが、2001年～2003年にはまた落ち込んでいる。2004

年産では2度の台風被害などにより収量が低下した結果、

価格が回復し、やっと一息つくことが出来た。

 　果汁用価格は、1997年産以降長期にわたり低下した

ままであり、採算割れ価格が続いている。ことに、2002

年産に至っては１㎏あたり９円という投げ売り同然の大

図　1 リンゴ1kg 当たり産地・消費地市場価格及び果汁用原料価格の推移

赤字価格となってしまった。

　この背景には、前述のリンゴ果汁輸入量の増大がある。

リンゴ加工業は、生食リンゴの下級品に付加価値をつけ

ること、並びに生食リンゴの価格安定、需給調整という

役割をも担っていたが、その役割を果たせなくなった。

1990年のリンゴ果汁の輸入自由化以降安価な海外果汁の

流入によって国内産加工リンゴの需要が減り、生産農家

は収入維持のためそれまで加工に振り向けていたリンゴ

を生果市場にまわすと、生果市場がダブつき価格低迷へ

とつながった。ただし、近年の価格回復は国内生産量の

減少、ならびに、米国など海外での気象災害などによる

果実の収量低下や果実からエタノール生産用のトウモロ

コシ生産への転換（ブラジル、米国）が影響していると

見られる。この影響はしばらく継続すると思われる。

　また、他方では、円高を利用して、加工業者や大手ボ

トラーは輸入原果汁への依存を強め、あるいは、すぐ販

売できる製品の輸入や、海外の加工場で生産し、逆輸入

するメーカーも増えてきており、青森県内の加工場に対

する大手ボトラーからの原果汁の注文が減ってきている。

　青森県りんご果樹課の資料によれば、青森県内の果汁

加工用リンゴ販売量は、輸入自由化以前の1986～1990年

の5年間の平均で年間12万5,200㌧であったが、自由化以

降減少し、2000年からの5年間では年平均８万5,200㌧と

なり、10年間で32％も減少している。　　　

　なお、加工仕向け全体が総販売量に占める割合

は、1990年の32.5％から1995年には23.4％に急速に減少

し、さらに2003年には18.3％まで低下している。言い換

えれば、生果出荷比率は、1990年の67.5％から2003年の

81.7％へと高まっている。

　こうして、前述したように、生果需要自体の減少傾向

の下で、生果用の供給増加は大幅な価格低下をもたらす

ことになる。さらにまた、原果汁輸入の増大により加工

用リンゴ需要が減少し、供給がダブついて価格が激落し

ている。

　このようにリンゴ農家はダブルパンチを受けることに

なる。

　また、流通構造の変化についても指摘しておきたい。

需要の停滞傾向の下で、1999年の卸売市場法の改正によ

り公認された「先取り相対取引」により、量販店主導の

値決めに移行し、市場の建値による価格形成が機能低下



宇　　野32

していること、また、量販店の競争激化で、低価格競争

に拍車がかかっていることも注目すべき点である。（23）

第４節　リンゴ農家の経営の悪化、恐慌的状態

　つぎに、青森県のリンゴ農家の経営の悪化について検

討し、今後の対策について触れたい。

　表－９は、農水省の生産費調査によって青森県のリン

ゴ園10a 当たりの収益性の推移を示しているが、粗収益

は収量・価格の変動・低下を反映して、1990年以降、こ

とに97年以降減少が著しい。1990年の50.3万円から95年

の42.0万円、99年の34.8万円に30％以上も減少している。

またそれ以上に注目されることは、所得の減少がいっそ

う大きいことである。1990年の10a 当たり31.7万円に対

し、95年には24.3万円に23％も減少し、さらに1999年に

は15.7万円へと50％も減少している。2003年の所得低下

はさらにひどく、10a 当たり12.5万円に激減し、リンゴ

経営の困窮状態をもたらした。

 　１日（8時間労働）当たり家族労働報酬は、1990年に

は11,047円であり、地域の現業労働平均賃金を70％ほど

上回っていたが、1995年には１日当たり6,811円に低下

し、地域の平均賃金9,000円を24％も下回るようになっ

た。表示していないが、それ以後も更に低下し、2000年

以降5,000円台以下となり、平均賃金の半分以下に激減

している。そして、2003年には4,272円という最低賃金

水準以下に落ち込んでいる。学生のアルバイト賃金をも

かなり下回る驚くべき低水準である。2004年には台風被

害による収量減少、価格回復により収益性は改善したが、

2005年にはまた悪化している。

　リンゴ経営が比較的順調であった果汁の自由化以前

の労働報酬に比較して、その40％以下という「ワーキン

グ・プアー＝働いても、働いても楽にならざる」状態に

追い込まれている。リンゴ史上かってない状態といえる。

　リンゴ生産者は専業的従事者が多いが、その労働の対

価・評価のあまりの低落と価値実現条件の劣悪化は驚異

的であり、悲惨とも言うべき状態である。この数値をみ

れば恐慌的な価値破壊とさえ言えよう。再生産は不可能

となって来ている。

　10a 当たり生産費では、農薬、光熱動力費、建物及び

土地改良設備費、諸材料費が増加している。粗収益の低

下、減少にも関わらず、これらの生産費の増大が持続し

ているところに経営収益の劣悪化に関わる構造的問題が

ある。昭和初期の恐慌の際のシェーレ現象を思い起こさ

せるものである。

　農水省の生産費調査によって、青森県のリンゴ経営

について、仮に企業的会計計算をすれば、1990年では、

10a 当たり10万円の利潤があったが、1995年には10a 当

たり８万円の赤字となり、2000年以降では、15～16万円

の赤字へとさらに悪化している（1995年以降は公表数値

がないので、労賃水準及び家族労働の評価については著

者の試算である）。企業経営であれば倒産状態となって

いる。もちろん、家族経営でも経営のまともな再生産が

できる状態ではない。減価償却費部分が生計費に振り向

けられていると考えられる。異常なまさに危機的な恐慌

状態といえよう。

　その要因について、青森県の資料を利用して経営内部

からもう少し分析しておきたい。

　2000年以降、青森県が県内のリンゴ地域の記帳農家か

ら抽出された14戸のリンゴ農家を継続して調査している。

その結果によって、2004年度までの５年間の経営分析を

しておこう。表－10は調査農家の５年間の経営成果の１

戸あたり平均値の推移を示している。

　暦年で集計しているので、当該年産のリンゴの販売が

翌年にまたがり、また、農協出荷などではプール計算に

より翌年に精算されるので、それらの集計事情には注意

を要する。

　調査したリンゴ農家の１戸平均では1.7ha の作付け規

模である。総販売単価が2000年の１kg206円から2002年

の154円、2003年の164円へと暴落したにもかかわらず、

経営費は逆に増大している。表に見られるごとく、農薬

費、諸材料費、雇用労働費、機械償却費の増大が目立っ

ている。また、出荷経費が極めて大きいことが経営悪化

に拍車を掛けている。その結果

　10a 当たり所得は2000年の12.7万円から2002年の6.3万

円へと半減し、所得率も31％から17％というかって経

験したことのない低さに低落している。家族労働8時間

当たり所得は2000年の4500円という最低賃金水準からさ

らに低下し、2500円（2002年）という恐るべき低水準に

到っている。

　なお、2004年には、収穫期に２度の台風襲来があり、

収穫量が10a 当たり2101㎏と前年比で16％も減少し、他

産地の収量減と競合青果物の収量減、品薄からリンゴ価

格が１㎏当たり216円に高騰し、数年前の水準に回復し
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た。その結果、収量の減少よりも価格の上昇がより大き

く、粗収益が増大した。また、収量の減少により、出荷

経費や諸材料費が減少したことも経営収益にプラスに作

用した。

　2004年には、経営費合計に対する出荷経費の比率は

21.3％にまで低下した。2000年には29％と言う高い出荷

経費比率であったが、減収が流通経費の減少に好影響を

もたらしている。それでも出荷経費が支出項目の中で最

大の額を占めており、その削減対策が重要である。農協

や生産者団体を挙げて取り組むべき課題の一つである。

　つぎに、家族労働８時間当たり所得についてみる

と、前述の生産費調査結果よりも更に低くなっている。

2000年の4,500円という最低賃金水準からさらに低下し、

2002年には2,500円という恐るべき極悪水準に到り、もっ

とも危機的な状態であった。2003年には4,600円と最低

賃金水準に戻り、台風被害のあった2004年には7,288円

へと数年ぶりに７千円台に復帰した。それでも地域平均

賃金水準には及ばない。所得率も37％に回復した。

　しかしながら、翌年の2005年には平年作水準を回復、

価格が前年比で14％以上も低落し、再度経営が劣悪化し

ている。「豊作貧乏」から更に「平年作貧乏」とも言う

べき状態に追い込まれている。荒廃園の出現や協同防除

の維持存続が現実の問題となり、果樹の伐採が進行して

いる。リンゴの再生産基盤は果樹園・樹体においても、

労働力においても確実に掘り崩されてきており、農家の

懸命の努力も限界に来つつある。耕作放棄が出ても不思

議ではないが、リンゴ農家はじっと耐えている。（24）

91 
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第５節　五所川原市におけるリンゴ農家の経営問題

　さらに五所川原市におけるリンゴの専業的農家５戸の

具体的事例によって、より最近の経営問題について検

討しておきたい。経営調査は2007年（平成19年）８月に

行った。調査内容は経営の概況、展開経過、経営の抱え

ている問題と今後の経営方針、JA（農業協同組合）・行

政等への要望等であるが、それらの主要項目を一覧表と

して、表－11調査農家の経営概況、及び、表－12・13の

経営収支概括表として示した。（25）

　５戸のリンゴ農家は、それぞれタイプが異なっており、

リンゴの販売方法の違い及び加工部門の有無とそれらの

規模の違いによって類型化を試みた。

 
JA  

表 -11　調査農家の経営概況Ⅰ（2006・7年）

注：農家経営調査により作成。今後の経営問題、JA への要望欄の符号は、この節の終わりに表示している。
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　Ａは、JA 出荷型である。ＪＡのリンゴ部会長をして

おり、役職上全量をＪＡ出荷しているが、ＪＡが独自販

売することなく、全農に販売を委託し手数料を払うとい

う状態であり、出荷価格が非常に不利になっている。役

職上やむを得ないが、解任後は個人出荷を考慮している。

　それに対して、Ｂは生協直販型である。生協直販が

70％を占め、個人出荷20％、JA 出荷10％とふるい分け

ており、より有利な価格を実現している。

Ｃは個人出荷型である。個人出荷が75％、JA 出荷25％

であり、産地市場に個人出荷することを主力としている。

Ｄ・Ｅは個人出荷が100％となっており、消費地・産地

市場の市況価格をにらみながら、また、特定の顧客や市

場と駈け引きしながら有利販売に努めている。また、特

徴的なことは、D が和菓子の原料用チップス等の加工業

を自営しており、期間雇用を８人雇っている。

E は雇用労働を要するリンゴの企業的経営である。

　５戸ともリンゴ園の他に水田を所有しており、全体の

経営耕地規模順に小さい方からＡ～Ｅへと配置した（表

－11）。

　Ａ～Ｄはいずれもリンゴ経営面積が200～220ａであり、

リンゴ専業下限といえる規模であるが、その他に、稲作

を2.5～7ha 経営しており、経営耕地は4.5～9.5ha に及ん

でいる。この地域のリンゴ作の上層・最上層といえる。

さらに、Ｅは大規模雇用経営であり、12ha のリンゴ園

を経営し、家族（弟を含む）５人の他に、雇用労働に依

存している。このようにＥは最大規模の企業的リンゴ経

営である。３棟の冷蔵庫を備え、個人出荷による独自販

売を行っている。

　前節で述べたように、平成２年（1990年）以降にリン

ゴ価格は低下傾向にあり、ことに加工用リンゴ価格は大

幅に低下しており、経営が深刻な危機に直面している。

その様子は、Ａ～Ｄの稲作を含むリンゴ経営の収支状況

の厳しさに示されている。

　Ａ～Ｄは販売額が1,000～1,300万円であるが、経営費

表 -12　2006年収入金額
� （単位：万円）

が600～800万円を必要としており、差引農業所得額は

400万前後から500万円であり、専業農家として高くはな

い。労働投入量に比較して、あるいは専業的従事者1人

当たりで計算すると、農家間の格差が広がり、さらにま

た、1人1日当たり所得の低水準が際立ってくる。１人１

日当たりではＣの3,000円台からＡの10,000円台と差がつ

いている。

　なお、Ｄのリンゴ加工業は、缶詰用リンゴの一次加

工業であり、これまで40年間営業してきている。2000坪、

２棟の工場で、設備投資は6000万円を投じてきた。稼働

は６月から翌年の２月末までの９ヶ月であり、雇用労働

者は女子７人、男子１人である。缶詰用リンゴ4,000箱

のうち2,000箱は、フリーズ・ドライのリンゴで和菓子

の原料となる一次加工である。

　加工業は独立採算で行っているが、価格は安定してお

り、黒字が400万～500万円実現している。

　Ｄ経営は、本業のリンゴ経営は非常に厳しく、成果は

芳しくないが、加工業の方で、加工用リンゴ価格の低下

あるいはその玉突き現象としての生果価格の低下を、加

工業の自営によって不利性を逆に、有利な条件に転嫁し

て、所得低下を補ってきた。そして、原料リンゴの低価

格条件の下で、加工業経営の収益性の改善と経営の安定

を実現している。

　Ｅは、戦前来のリンゴ経営の最上層であり、家族の３

夫（婦）の労働力の他に、男子１人、女子14人の季節常

雇を５～11月に、また、12～３月に男子１人、女子５人

の季節雇を雇用している。１日男子7,000円、女子5,000

円である。その他茶菓子が出る。山林を２度に渡って開

墾し、昭和48年（1973年）に12ha のリンゴ経営となった。

以後30年以上も大規模雇用経営を継続してきた。

　平成19年にも冷蔵庫を増築、増設し、３棟で延べ215

坪の冷蔵庫を設置し（合計8,250万円投資）、通年販売を

狙っている。

　しかしながら、価格低下、価格変動に悩まされてきた。

平成14年産、15年産のリンゴ価格低下では大打撃を受け

たが価格安定事業によって800万～900万円の補填を受け

て、一息つけることができた。

　ただし、加工用リンゴ価格の低下は非常に響いており、

安い時は、１箱20k 入りで300円にしかならず、生果の

１割前後に低下することもあった。もちろん赤字経営と
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なる。

　12ha 経営でも、加工用リンゴ価格は１箱1000円が望

ましいとしており、900円以下になれば生果に回るもの

が出てくるし、500円以下では、販売するに値しない。

底値（赤字価格）であるという。１㎏当たり25円以上が

最低限必要であるということである。

　また、生果用リンゴについても原価はふじで１箱3000

円であり、その実現を望んでいる。

　収支概要に示したように、家族５人（弟を含む）の所

表―13　農業経営費及び農業所得（2006年）
� （単位：万円）

得は平成18年で3000万円を上げているが、労働時間や管

理労働等の労働の質・量を考えれば、決して高い所得で

はない。他のリンゴ経営が厳しく、悪すぎるので相対的

に良く映るだけである。

　各農家の JA や農政への要望、注文は切実であり、痛

切な叫びとも受け取れる。表には簡略に概要のみを記し

たが、聞取調査では、農業に生活がかかっているだけに

強い口調で要望がうかがえた。もう耐え難いところにき

ていると言える。関係者の真剣な取り組みが必要となっ

ている。（26）

　また、規模拡大に伴って、雇用労働力への依存が高

まっており、さらには企業的雇用経営も出現しているが、

いずれも雇用労働力不足に悩んでいる。自然・生物相手

の農業労働に耐える、またその心構え、技能を備えた労

働力が絶対的に不足してきており、深刻な問題となって

いる。この面からも経営の存続が問われかねない事態に

なりつつある。その対策が求められている。

　なお、参考までに、経営調査で行った質問項目を以下

に表示しておこう。経営概況の表11の中に記入した質問

項目と符号は、それぞれ下記の項目を意味している。

　　「農業経営上の問題点」

①農業経営上の問題点（複数回答）

a. 高齢化、b 後継者難、c 米価の下落・不安定、d リンゴ等

の価格の下落・不安定、e 将来の見通しが立たない、f. 政策

がクルクル変わる、g. 政策が冷たい、ない、h. 販路確保難、

i. 何を作ればよいのか、j 転作が負担、k 集落営農ができない、

l 貸し手がみつからない、m 規模拡大が思うようにできない、

n. 生産資材が高い、値上がり、o 個別経営と集落営農の摩擦、

貸し剥がしなど

②農協について（複数回答）

・a. 資材が高い、b 不便になった、c. 営農指導がない、d. 販

売面が弱い、e. 合併すべき、f. 黒字経営にすべき

　・どんな事業が便利か、どんな事業を望むか、a 直売所、

b. 介護、c. 葬祭、dA コープ、e. ポイントカード、f. 営農指導、

g.SS、h. 農機修理、

③農業委員会活動への期待 a. 農地の斡旋、b 遊休地対策、c

後継者対策 d 花嫁対策 e 集落営農の組織化、f. 直売所、g 家

族経営協定、h 女性の地位向上、i 何もない .

④行政・農政への不満、期待、要望

おわりに

　2007年夏に発覚した米国のサブプライムローン（信用

力の低い層向けの個人住宅融資）の焦げ付きの増大に端

を発した米国の金融危機は、その後、欧州、日本をはじ

め世界を巻き込んだ金融危機、株価の激落、経済危機と

して現在なお広がりを見せており、世界恐慌の危機を孕

みながらその行方が強く懸念されている。　

　他方では、中東・産油地域での戦争・内乱及び投機的

資金の流入による先物市場の原油高騰、その影響と投機

的資金の流入による先物市場の穀物価格の高騰など、資

源・エネルギーの危機、食糧危機も同時に発生している。

経済・金融システムや社会問題の激化に対する政策・対

策とその政治的コントロールのあり方とその成果が極め

て厳しく問われており、歴史的にも重大な転換点に立た

されているといえる。

　それらの背景にある先進国と発展途上国並びに産油国

との対立、宗教間摩擦、民族対立、さらに、それらの根

底にある国内及び国際間の貧困の拡大と所得格差の激

化・固定化、階層・階級間対立等の要因が複雑に絡み合

い、錯綜して発現している。その上に、地球規模の深刻

さをます環境問題、気温上昇と気候変動などが重くのし

かかり、問題解決の糸口を見いだすことは容易ではない。

農業問題に関しては、2008年７月、WTO 閣僚会議が開

催されたが、「決裂」に終わり、結論が先送りされてい
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る。若林農林水産大臣の談話にあるように、「・・今日

の、そして長期的な食糧を巡る情勢を見据え、北海道洞

爺湖サミットで合意されたように、我が国のような輸入

に大きく依存している国も食糧生産の強化に取り組むこ

とが求められている。そのような中で、我が国の農業と

消費者を守るために上限関税や重要品目の数について

必要な主張をした。しかしながら、・・今回合意できな

かった・・」（2008年７月29日）。

　1999年末のＷＴＯの第３回シアトル閣僚会合の失敗以

降、2001年の第4回閣僚会議におけるドーハ・ラウンド

の立ち上げ以後も、農業会合は決着を見ていない。それ

は、愛媛大学教授村田武が指摘していたように、「ＷＴ

Ｏ体制は1980年代までの多元的な国際関係を解体し、一

元的な支配を確立しようと」するものであり、「ＦＡＯ

の提案する途上国の基本食料についての自立を目指す

『国際農業調整ガイドライン』や『世界食糧安全保障に

関するローマ宣言』の実現や、一次産品の価格安定と途

上国の輸出所得の安定的拡大を目指すＵＮＣＴＡＤ（国

連貿易開発会議）の『一次産品プログラム』の存在や強

化を阻むものになっている」からである。（27）途上国・新

興国と先進国との対立の芽は当初から内包されていたと

言える。

　その後、ＷＴＯに加盟してきた多数の発展途上国や新

興国の発言力が増してくるなかで、米国（先進国）主導

の方針・提案が当然のごとく反対を招くからである。

　また、今回の決裂は、ガット・ウルグァイ・ラウンド

発足当時の欧米の深刻な農産物過剰問題を背景とした交

渉と相違して、逆に、食糧不足、農産物価格の高騰を招

くような農産物需給構造の変化が生じており、各国の利

害と思惑が鋭く対立するなかで、生じたことである。（28）

　今後の WTO 交渉の展開も日本にとっては予断を許さ

ない厳しいものが予想される。（29）

　また、食糧問題に関しては、危機の国際的な広がり及

び経済協力開発機構（OECD）と FAO の「今後十年間

は食料価格が高止まりする見通し」という５月の発表を

受け、2008年６月、国連事務総長の呼びかけにより、国

連食糧農業機関（FAO）主催の食料サミットが急遽開催

された。食料サミットでは、緊急の食料援助、食料輸出

国による輸出規制の抑制、穀物価格高騰の要因の一つで

あるバイオ燃料製造問題、アフリカなど飢餓問題を抱え

る国々での農業生産拡大、地球温暖化対策などが議論さ

れた。さらに、洞爺湖サミットにもこれらの課題が引き

継がれ、議論された。

　それらの国際会議における議論と日本政府の主張・

議論の展開については、『農業と経済』2008年12月特集

「『食糧危機』に直面する世界と日本」（昭和堂、2008年

12月）の諸論稿が要点を的確に紹介し、日・米の姿勢に

批判的検討を加えている。（30）

　ところで、WTO の規則・体制が、「超国家的企業」の

利益を優先するものであり、市民と民主主義にとって巨

大な危険をはらんだものであるとして、WTO の設立経

過や諸協定、紛争解決機関（DSB）の仕組みと裁定の代

表例などを取り上げて、批判的・分析的に検討している

のが、スーザン・ジョージ著『WTO 徹底批判』（作品社、

2002年）である。それには、「正当かつ公正な貿易への

いくつかの提言」も提起されている。現在の時点から見

ても実に的確な提言であり、今日なお傾聴すべきものと

いえる。（31）

　さらに、ノーベル賞経済学賞を受賞した米国のジョセ

フ・スティグリッツの著書『フェアトレードー格差を生

まない経済システムー』（日本経済新聞社、2007年）、同

『世界に格差をバラ撒いたグローバリズムを正す』（徳間

書房、2007年）が注目される。

　ジョセフ・スティグリッツは、自由化と民営化を旗印

にした「市場原理主義」の限界と欠陥を明らかにし、ア

メリカを利する「不公正な貿易システム」、「不公平な

ルール」のもとで、一握りの富める者のみがますます富

み、途上国を中心とした多数の貧困民の累積と世界的

な格差の拡大を論証し、不平等と貧困の解消のために、

「公正な貿易」、情報の公開と徹底した民主主義、民主的

な政治プロセスの確立の必要性を説いている。（32）

　日本においても、中央大学教授高田太久吉は、2000年

の『経済』雑誌において、「海外の市場に参入すること

によって新しい収益機会を開拓しようとする大手金融機

関、多国籍企業、巨大機関投資家などの利潤動機」に基

づく、20世紀末のグローバル金融システムの矛盾と病理

現象を分析している。また、1999年末の WTO シアトル

会議において、非政府組織（NGO）などが一部の先進

国の利害を中心とした提案や運営に対する抗議運動に

よって会議が流会したことを評価し、経済・金融のグ

ローバル化政策に対する国際的批判の対抗路線を提起し

ている。（33）

　さらに、高田太久吉教授は、2008年、現実に深刻化し

てきた金融投機化への対抗として、「経済の金融化」は

資本主義をどこに導くかを論じた上で、「現代資本主義

は大きな岐路に立っている。この岐路の一方は、結局

我々が目の当たりにしている金融市場の病理現象を政治

の力で治癒することができないまま、ルール無き「金融

化」がさらに進行し、今回のサブプライム問題よりも

もっと深刻な経済の波乱と危機が繰り返される方向です。

もう一方は、それぞれの国民の生存権や環境権を守る拠

り所として国家の役割が強化され、政治に対する国民の

信頼が高まり、多国間の協調によって各国の自治権や経

済自主権と両立する国際経済調整ルールが実効性のある

形で形成される方向です。」「・・・具体的にはそれぞれ

の国に相応しい形態での福祉国家の実現ということにな

るのではないか。」と示唆している。（34）

　ところで、青森県の農業経営は、ことに稲作及びリン
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ゴ作農家経営は、これまで述べてきたように、また注

（12）、注（18）で補足したように、抜き差しならない

危機的状態に追い込まれている。つがる市の50代のある

勤勉な雇われ兼業・田畑複合経営農民は、農村の生活・

経営状況について次のように証言している。「以前には、

『生活が苦しい』という声・表現が多かった。今は、『生

きるのが苦しい』という呻き声に変わっている。」

　展望の見いだせない息詰まる閉塞感と無力感の中で鬱

屈している様子が語られている。

　さらに、現在進行中の諸資材価格の高騰が追い打ちを

かけ、その上に経済不況・生活危機は農産物需要を押さ

え込み、危機の深化の悪循環に陥ってきている。日本の

食料の安全保障もこんごますます危うくなるといえよう。（35）

　ひるがえって視点を変えてみれば、地球上の各種の埋

蔵資源の涸渇が数十年先に迫っていると言われる。他方

では、イラク、中東、カスピ海周辺などでアメリカ、ロ

シアなど大国の干渉と民族紛争、宗教的対立が絶えない

背景には、砂漠地帯といった自然立地条件だけでなく、

この地域に眠る巨大な石油などの埋蔵資源を巡る利権の

帰属と争奪があり、大国の介入が問題をさらに複雑にし

ている。

　さらにエネルギー問題に関しては、増大してきた原子

力発電も度重なるトラブルと廃棄物処理の解決しがたい

問題や危険性の認知によって、世界各地で運転停止に追

い込まれつつある。

　ところで，年々のエネルギー消費の増大に伴い，その

過程で有効に利用されることなく排出浪費されるエネル

ギーロス率は、環境白書によれば日本の場合67％にまで

増大してきている。

　このように、エネルギー資源問題も深刻な課題である

が、それとともに、エネルギーの有効利用，エネルギー

ロスの軽減，さらに，未利用な自然エネルギーの有効活

用，バイオマス，太陽など再生可能エネルギー利用の飛

躍的拡大が温暖化対策とも結合して緊要な課題となって

きている。

　そうした中で，太陽エネルギーと植物の光合成を基礎

とした農林水産業は，太陽とともに持続しうる平和産業

であり、生物資源、遺伝資源の利用と機能性の開発は今

後もっとも期待される分野であると言える。食糧問題と

地球環境問題の深刻化への対策を考慮すれば、なおさら

農業・林業・水産業の第一次産業が、生命と環境の基幹

産業として見直されねばならないであろう。真剣に検討

すべき課題である。

　また、食の安定的供給と安全を確保する上で、工業製

品の輸出を優先した外需頼み・食品輸入依存体制を変革

し、国内の農産物供給力の格段の充実による輸入依存か

らの脱却、食糧自給率の向上が緊急に求められている。

そうした自給力の強化のためには、農業生産と農業経営

を維持し、発展させる政策の充実が緊要である。同時に、

若者にも魅力ある農業経営の展開条件を整備する政策に

可及的速やかに転換していく必要がある。

　そのためには、注（13）及び注（28）でも述べたよう

に、「食糧への権利」を保障し、実現する実効措置が必

要であり、「食料主権」の確立、「食料主権」の国際的承

認が求められる。従ってまた、ＷＴＯ協定の見直し・改

訂が必要である。

　もちろん、このような国際的対応に優先してでも、上

記の国内の対策が火急的になされる必要がある。この点

は警鐘を乱打するごとくに訴えたい。

　

　

注

（１）　外務省経済局編『解説 WTO 協定』（日本国際問題研

究所、2003）P ９を参照。

（２）　同上、P13~15を参照。

（３）　田代洋一『新版　農業問題入門』（大月書店、2003

年）第五章、P113。同『食糧主権』（日本経済評論社、

1998年）第一章「20世紀末農業問題」を参照。

（４）　『経済』（新日本出版社、1997年７月号・ＷＴＯ特

集、No22）奥和義、村田武論文等参照。その他、食

糧政策研究会『ＷＴＯ体制下のコメと食糧』（日本経

済評論社、1997年）、村上直久『ＷＴＯ―世界貿易の

行方と日本の選択―』（平凡社親書、2001年）、村田

武『WTO と世界農業』（筑波書店、2003）、田代洋一

『WTO と日本農業』（「筑波書店、2004）、スーザン・

ジョージ著『WTO 徹底批判』（作品社、2002年）、暉

峻衆三編『日本の農業150年』（有斐閣、2003年）第7

章等を参照。近刊のものでは、ジョセフ・スティグ

リッツ『フェアトレードー格差を生まない経済システ

ムー』（日本経済新聞社、2007年）、同『世界に格差を

バラ撒いたグローバリズムを正す』（徳間書房、2007

年）が注目される。

　　　　ここで、ＷＴＯ体制と協定に関わる若干の問題点に

ついて触れておきたい。仏の学者スーザン・ジョー

ジも指摘するように、WTO 体制の問題点ことに TBT

（技術的貿易障壁に関する協定）と SPS 協定（衛生植

物検疫措置に関する協定）が、「各国の規格および適

合性評価手続きが、国際貿易に対して不必要な障害を

もたらすことのないように」規定されている。その点

は、SPS 協定の第2条と第5条の解説文の一部にも示さ

れており、「貿易に対する悪影響を最小限にするとい

うこの協定の目的」といった表現で、貿易の妨げにな

らないように配慮する旨が明記されている。（『WTO

徹底批判』32―49頁）

　　　　そのため、輸出国側に極めて有利にかつ優位に協定

が決められていると言えよう。あるいは、輸出国側に

有利に解釈されることになる。

　　　また、その他の問題点として、「予防原則」の欠如、

無視の問題が指摘できる。

　　　　本来は、食料や公衆衛生、環境などが危険にさらさ

れることが予測される場合には、政府は、絶対的な科

学的証拠がなくても、人間や生物、環境の安全の保護

のために予防措置を執りうると言う「予防原則」が、
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軽視されていることが根本問題といえる。

　　　　さらに、「科学的証拠」の立証においても「生産物

の無害性に疑いがある場合、無害性を証明する責任は

売り手＝輸出者にあり、有害性を証明する責任は買い

手＝輸入者にはない」ということを明確にすべきであ

る。現在は、この点が逆転しており、輸入者側の立証

責任が問われることになっている。さらにまた、ＷＴ

Ｏの紛争の裁定における採決方式の制度上の問題もき

わめて重要である。すなわち、小委員会の報告の採択

及び対抗措置の承認に関し、従来のガットの手続きで

はガット理事会におけるコンセンサス（全会一致）法

式による決定が要件であったが、逆に、全員が反対し

ない限り、つまり1国でも採択または承認に賛成する

限り、小委員会報告の採択及び対抗措置の承認が行わ

れることになっており、提訴国側に有利にかつ簡単に

決定される仕組みとなっている。

　　　これらの問題点を交渉の場および国際舞台において改

善・改正すること、また、「予防原則」を確立してい

く必要があろう。このことについては、リンゴ火傷病

の検疫問題について、ＷＴＯ体制との関連で解明した

宇野忠義『リンゴ農家の経営危機とリンゴ火傷病の検

疫問題―ＷＴＯ体制下の構造問題に迫るー』（弘前大

学出版会、2007年）第２章においても触れておいた。

（５）　久野秀二「多国籍アグリビジネスの再編と強まる支

配」（『経済』2007年５月号、総特集・世界の多国籍企

業）頁31～44参照。

　　　　なお、最近においては、2007年から2008年にかけた

穀物価格の高騰などにより、カーギル社の利益は2007

年12―2008年２月期に前年同期比86％増と急増してい

る（『日本経済新聞』2008年５月14日）。また、穀物メ

ジャーのＡＤＭ社の利益は2008年１―３月期４２％増

であり、穀物販売部門に限れば約７倍といわれる。同

社はトウモロコシを原料とするバイオ燃料製造を主導

し、ブッシュ米政権のエネルギー政策のもとで原油価

格高騰の追い風を受けて、利益を急速に伸ばしている。

（『しんぶん赤旗』2008年６月３日）。なお、エタノー

ル・ラッシュに沸く米国中西部農業については、中

野一新「アメリカ中西部農業の現状と2008年農業法」

（『経済』2008年7月号、特集・食糧危機と日本農業

（新日本出版社、72～81頁）が分析している。その後、

2008年7―9月期決算では、カーギル傘下のモゼイクの

純利益が、11.84億ドルと前年比の3.9倍に跳ね上がり、

ＡＤＭも10.5億ドルと2.4倍に激増している（『日本経

済新聞』2008年11月５日）。

　　　　多国籍アグリビジネスを分析した研究書を少しさか

のぼれば、南北アメリカを中心にヨーロッパ、日本を

含む世界の多国籍アグリビジネスの実態を分析し、農

業・食料問題の現段階的特徴を解明した研究書とし

て、中野一新編『アグリビジネス論』（有斐閣ブック

ス、1998年）が参考となる。多国籍企業による農業・

食料支配がグローバルな規模で強化され、農産物の生

産・流通・消費にいたる全工程が多国籍アグリビジネ

スの世界的な統合体制に組み込まれてきている実態が

分析されている。また、各国政府の農産物価格支持政

策や国境調整政策と多国籍企業の事業展開との衝突が

指摘されている（同書、序章、第1章等）。また、カー

ギルについては、Ｂ・ニーン（中野一新監訳『カーギ

ル―アグリビジネスの世界戦略―』（大月書店、1997

年）が詳細に実態を描きだしている。

　　　　また、1980年代以降のアメリカの穀物流通・加工部

門における構造再編によって形成された多角的・寡占

的垂直的統合体としてのアグリフードビジネスの展開

過程とその経済的論理について、ことに流通過程の生

産・商業・消費によって構成される水平的市場構造と

垂直的な分業構造の両面からトータルにかつ歴史的に

分析した著書として、磯田宏著『アメリカのアグリ

フードビジネス』（日本経済評論社、2001年）が挙げ

られる。ＷＴＯ体制下のアメリカ農業・農政の変化、

転換についても触れている。

（６）　冬木勝仁「経済のグロ－バル化とコメ・ビジネス」

（大塚茂・松原豊彦編『現代の食とアグリビジネス』、

有斐閣選書、2004年）頁83を参照。なお、冬木勝仁

『グロバリゼーション下のコメ・ビジネス』（日本経済

評論社、2003年）が、ＷＴＯ体制下の米流通に関わる

資本・業者の動向とコメ・ビジネスの世界市場との関

連を描写しており、見逃せない。

（７）　コメ市場開放を強硬に求めた米国の要求に屈した農水

省は、輸入実績がほとんどない米について、ウルグァ

イ・ラウンド農業合意による「関税化」措置の他に、

最低限の輸入機会を提供する「ミニマム・アクセス

米」として輸入枠を設定し、これを「義務」と説明し、

履行してきた。「義務」でないことは1999年の国会質

疑において明らかにされていたが、その後も政府は

「義務」に固執してきた。その輸入米の中から、2008

年９月には、数年に亘る相当量の汚染米の不正流通が

発覚し、ミニマム・アクセス米を見直すきっかけにな

ろうとしている。（『朝日新聞』2008年９月28日号）そ

の他新聞等による。

（８）　鈴木宣弘「―日本のフードセキュリティをどう考え

るか。―さらに下がる？日本の食糧自給率のリスク」

（『農業と経済』2007年８月、臨時増刊号、昭和堂）頁

68より。同上臨時増刊号には、「世界の食糧安全保障

政策はいま」と題して、日本の食糧自給率の異常な、

危機的な低下、及び食料安全保障政策等について論じ

られており、参考となる。

　　　　その後、『農業と経済』2008年３月号、特集・食糧

自給率39％の衝撃（昭和堂）、『農業と経済』2008年

５月号、臨時増刊号「どうなる農林水産物需給動向」

（同）、『世界』2008年５月号、特集「食と農の危機」

（岩波書店）、『経済』2008年７月号、特集・食糧危機

と日本農業（新日本出版社）、『農業と経済』2008年９

月号、特集・食品汚染事故（同）などで食糧危機と日

本農業の実態が差し迫った問題として提起されている。

ことに、前掲『世界』と『経済』の2008年の特集が注

目される。

　　　　なお、古い論文ではあるが、拙稿「地域別に見た

食糧供給力の見通し」（『農業と経済』、第62巻第８号、

食糧自給率特集号、1996年、49～58頁）において、土

地・労働力・経営条件について見通しを検討している。

その当時の見通しはますます厳しい現実となって現れ
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ている。

（９）　稲作経営の経営問題と対応策に関わる論文としては、

少し古いが、拙稿「東北における水田作複合経営の

展開条件」（『弘大農学生命科学部学術報告』第３号、

2000年12月）頁54―72、および、拙稿「水田作複合経

営の現代的意義と論点」（東北農業経済学会『東北農

業経済研究』第17巻１号、1998年） 頁2～18を参照さ

れたい。その他、稲作経営及び水田農業の経営管理問

題を幅広く実証的に分析し解明している著書として

梅本雅『水田作経営の構造と管理』（日本経済評論社、

1997年）、同『転換期における水田農業の展開と経営

対応』（農林統計協会、2008年）が参考となる。

（10）　農業労働力の将来推計について、農林水産政策研究所

の松久勉研究員が農業センサスのコーホート分析に

よって行った推計結果を参考までに示しておきたい。

　　　「各労働力の就業率が2000～05年のコーホート増減率

で変動すると仮定すると（15～19歳は2005年のままと

する）、将来の就業率が求められる。農家人口と農業

労働力の就業率を乗じることで、労働力を得ることが

できる。

　　　　下表からわかるように、農家人口が大きく減少する

ので、農業労働力も大きく減少する。ただし、2005年

比の2030年をみると、農業従事者は15歳以上人口より

も減少するのに対し、農業就業人口、基幹的農業従事

者は15歳以上人口よりは減少が少ない。ただし、基幹

的農業従事者も2030年では2005年の36％に過ぎない。

増減率をみると、人口の減少率が高まるなかで、各労

働力も減少率が上昇している。農業就業人口、基幹的

農業従事者はしばらくの間15歳以上人口を下回る減少

率であるが、農業就業人口は2025年から、基幹的農業

従事者は2030年にから、15歳以上人口の減少を上回る

ことになる。これは、就業率の高まった高齢者が減少

していくことによるものである。

　　　　なお、65歳以上比率をみると、すべての指標で高ま

ることが予想される。特に、農業就業人口、基幹的農

業従事者は2025年以降、６割を超えるまで上昇する。」

（11）　『陸奥新報』2007年10月３日号による。

　　　　農業センサスによれば青森県の耕作放棄地（過去１

注：　弘前大学農学生命科学部地域資源経営学（宇野編）『ＷＴＯ体制下の青森県農林業―統計から見た現状分析
―』（2008. ３.）76-77頁より要約・引用。

年以上作物を栽培せず、しかもこの数年間に再び耕作

する意志のない農地）は、農家に土地持ち非農家分を

合計すると青森県全体で1990年には5,714ha であった

が、1995年＝7,149ha、2000年には12,315ha へと激増

した。これは農業収益性の悪化が反映している。2005

年には14,590ha に達している。耕地＋耕作放棄地面積

合計の土地面積に対して8.4％にも達している。土地

持ち非農家分の耕作放棄地は45％を占めている。

　　　　2005年の耕地利用率は、青森県が86.9％と非常に低

く、全国平均の93.4％を大きく下回っており、不作付

地も多いことが特徴的である。

　　　　青森県農業会議が2003年８月１日に県内53市町村の

農業委員会を通して調査した「遊休農地実態調査結

果」によれば、耕作放棄地＋不作付地＋荒らし作り地

を合計した遊休農地のうち、一団地10ａ以上の大きさ

のある遊休農地団地数は5,403カ所であり、その総面

積は1,524ha、一団地当たり28.2ａとなっている。ここ

には10ａ未満の小規模な遊休農地は含まれていない。

地目別では、水田が46％、畑42％、樹園地10％、採草

地２％である。その遊休農地の74％は雑木等が繁茂し

て原野化している。また、遊休農地の発生要因は、高

齢化・労働力不足のためが46％、生産性が低いためが

21％、適した作目がないためが11％、地域に引き受け

手がいないが７％、傾斜地等で土地条件が悪いが６％

となっている。労働力不足が過半を占め、次いで耕地

条件の悪いことがあげられている。

　　　　なお、この遊休農地は平地で75％発生しており、緩

傾斜地で15％、急傾斜地が10％を占めている。４分の

３が平地であることが注目される。

　　　　地権者の今後の意向では、現状のままが80％と最大

であり、貸したいが７％、自ら耕作が４％にとどまっ

ている。
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　　　　産業別純生産額構成割合をみれば、青森県では第一

次産業が5.1％（全国1.2％）と全国平均の４倍の比重

であり、総就業人口に対する第一次産業就業人口比率

が青森県は14.0％（全国5.1％）と全国平均の３倍近い

高い比率を占めており基幹産業といえるが、その衰退

が著しく深刻化している。

（12）　株式会社の農地取得問題及び農業生産の「担い手」問

題と農業生産法人について理論的、実証的に論じた著

書として、田代洋一『「戦後農政の総決算」の構図』

（筑波書房、2005年）、同『集落営農と農業生産法人』

（筑波書房、2006年）がある。両著において、法人経

営の実態調査なども踏まえて、株式会社の農地取得問

題を批判的に検討しており、また、地域に根ざした

「担い手」像を提起している。

（13）　なお、これらに対する対抗軸の模索に関わる研究及び

それらを反映した市民運動、並びに「食糧主権」に関

わる国際的な取り組みについて紹介しておこう。

　　　　自主的な農民、市民、研究者（団体）が参加した、

国際シンポジウムが定期的に開催されている。また、

農民・市民団体であり国際的に組織された学習・運動

組織にも参加している、農民運動全国連合会の機関誌

『農民』No.56 （臨時増刊号、2006年６月）には、『食

糧主権宣言（案）』が掲載されているので、紹介して

きたい。

　　　　「食糧主権」は WTO がスタートした翌年、1996

年に世界的な農民運動組織である「ビア・カンペ

シーナ」（スペイン語で「農民の道」の意）によって、

WTO・新自由主義体制に対する根本的な対案として

提唱された。

　　　「食糧主権とはなにか」（P. ６～７）

　　　　「食糧主権は、全ての国と民衆が自分たち自身の食

糧・農業政策を決定する権利である。それは、全ての

人が安全で栄養豊かで、民族固有の食習慣と食文化に

ふさわしい食糧を得る権利であり、こういう食糧を家

族経営・小農が持続可能なやり方で生産する権利であ

る。  食糧主権には、国民が自国の食糧・農業政策を

決定する国民主権と、多国籍企業や大国、国際機関の

横暴を各国が規制する国家主権の両方が含まれている。

食糧主権を実現するためには次の政策が不可欠である。

　　　①国内生産と消費者を保護するため、輸入をコント

ロールすること。

　　　②貿易よりも国内・地域への食糧供給を優先すること。

　　　③生産コストをカバーできる安定した価格を保証する

こと。

　　　④輸出補助金付きのダンピング輸出を禁止すること。

　　　⑤アグリビジネスによる買いたたきや貿易独占を規制

すること。

　　　⑥完全な農地改革を実施すること。

　　　　これらは、ここ数年、世界の農民組織や農業関係者、

NGO が、国際的な討論の中で練り上げ、合意を前

進させてきた根本的な対案である。」

　　　　研究書としては、農業資本主義とその行き着いた姿

のアグリビジネスについて、批判政治経済学の立場か

ら体系的に分析したものに、Ｆ・マグドフ、Ｊ・Ｂ

フォスター、Ｆ・Ｈ・バトル編（中野一新監訳）『利

潤への渇望』（大月書店、2004年、原典『マンスリー・

レビュー』1998年７／８月号）があり、対抗軸の模索

がなされている。

　　　　大塚茂・松原豊彦編『現代の食とアグリビジネス』

（有斐閣選書、2004年）においては、現代の食と農の

あり方、それに関わるアグリビジネスの支配・影響を

批判的に検討し、「食の安全・安心」についても多角

的に論究しており、かつその変革の筋道についても考

察している、読みやすい著書である。

　　　　さらに、中野一新・岡田知弘編『グローバリゼー

ションと世界の農業』（大月書店、2007年）において

は、世界各国の最近の農業、農政の特徴が整理されて

おり、最後に、岡田知弘「グローバリゼーションと農

村社会の崩壊の危機」が論じられている。

　　　　なお、先に紹介したが、田代洋一『食料主権―21世

紀の農政課題―』（日本経済評論社、1998年）は、「20

世紀末農業問題」の本質を把握し、「21世紀農業政策

の基本課題のデッサン」を目指したものであるが、農

業・食料問題の考察には不可欠の文献といえよう。

　　　　最後にもう一点付け加えると、国際的視点にも立

ちながら、日本の農業政策を批判的に検討し、「いま、

農政に求められるのは、輸入拡大と農産物価格下落の

下で深刻化した農業危機に対処し、経営危機に陥った

生産者に対するセーフティネットを張ることである」

として、６点に渡る対案を提起している、村田　武

「財界と政府の『農業・新国家戦略』」（『経済』2007年

８月号、114～126頁）が重要であろう。水田農業の総

合的発展対策などの他に、柑橘、リンゴなどの果樹部

門については、需給調整対策を特に加工仕向けの最低

価格保証によって強化する必要性を指摘している。

　　　　国際的に論じた書として、前掲のスーザン・ジョー

ジ著『WTO 徹底批判』（作品社、2002年）の他に、

ノーベル賞経済学賞を受賞した米国のジョセフ・ス

ティグリッツ『フェアトレードー格差を生まない経済

システムー』（日本経済新聞社、2007年）、同『世界に

格差をバラ撒いたグローバリズムを正す』（徳間書房、

2007年）が注目される。

　　　　ジョセフ・スティグリッツは、自由化と民営化を旗

印にした「市場原理主義」の限界と欠陥を明らかにし、

アメリカを利する「不公正な貿易システム」、「不公平

なルール」のもとで、一握りの富める者のみがますま

す富み、途上国を中心とした多数の貧困民の累積と世

界的な格差の拡大を論証し、不平等と貧困の解消のた

めに、「公正な貿易」、情報の公開と徹底した民主主義、

民主的な政治プロセスの確立の必要性を説いている。

（14）　青森県の冷害については、ト蔵建治『冷害はなぜ繰り

返し起きるのか？』（農山漁村文化協会、平成16年）

及びト蔵建治『ヤマセと冷害』（同、平成15年）を参

照。後者は、2003年（平成15年）の冷害発生に触発さ

れて冷害発生のメカニズムを歴史的に分析したもので

ある。前者は、それを踏まえた上で、冷害地帯の農業

のあり方について、稲作を回避し、寒冷希少資源を利

用した多様な作物と家畜の導入による輪作体系の確立

と地域複合型の農業経営を提案している。
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（15）　全国農業新聞、平成19年２月２日、「米価はどう動く」

より引用。

（16）　「平成18年産青森米の炊飯特性説明会―青森米は「コ

ンビニ用おにぎりに最適」―」

　　　　『米と流通』平成19年３月号、12―13Ｐを参照。青森

米本部の記事であるが、おにぎり用としての食味値と

物性測定値において、「青森米４種は単品でも、ブレ

ンドでも、おおむね栃木コシと同等の数値である」と

いう評価と検査結果を掲載している。

（17）　『ＪＡあおもり』平成19年10月号、20―21Ｐによる。

（18）　農水省『営農類型別経営統計』平成17年度（2005年

度）の水田作経営の経営調査結果によれば、年末借

入金・買掛金未払い残高は、青森県平均が327.4万円

に達しており、東北平均186.2万円よりも76％も多く、

また、全国平均の135.8万円の2.4倍に及ぶ重圧となっ

ている。青森県の米の市場評価の不当とも言える低さ

をも反映している。

　　　　この点を更に補足的に示したものが、平成16、17年

の米生産費調査を整理した次の付表２である。

　　　　青森県は特に厳しいが、東北の各県とも全参入生産

費が粗収益をかなり上回っている。すなわち、赤字経

営となっている。

　　　　このような袋小路のような進退窮まった状況下で、

かつ、あり地獄に追い落とされているかのような青森

県の米作農家である。米作を継続しても赤字経営であ

り、さりとて転作しても米作所得かそれを上回る収益

がなければ生産調整にも応じられないという展望のな

いところに追いつめられている。作るも地獄、転作も

地獄のような苦衷のなかで、労働力不足が最大要因と

なって耕作放棄地・不作付け地が増加してきている。

農家の悲鳴の投影された姿といえよう。

　　　　零細な飯米農家や小規模農家は生産調整への協力・

参加が少ない傾向があるが、彼らほど作っても赤字の

度合いが大きいのである。苦渋の選択に迷っているこ

とであろう。

　　　　高齢者に支えられた農業ことに稲作であるが、今後

高齢者が大量に引退する数年内に早急にまともな生産

者を育成・形成しなければ、国内の食糧供給の道はま

すます途絶える。根本問題といえる。

　　　　それに関して、青森県の担い手育成対策と稲作の生

付表２　東北の水稲生産（平成16、17年）

注：米生産費調査による。

産組織化について、相馬村の事例によって分析したも

のに、宇野忠義「全村ぐるみの稲作生産組織化とリン

ゴ経営－青森県相馬村－」、（田代洋一編『日本農業の

主体形成』、筑波書房、2004年）がある。地域の実情

に応じた多様な農業主体の形成については、同書『日

本農業の主体形成』全体で論じているので参照された

い。

　　　　なお、『週刊東洋経済』第6067号（2007年２月24日

号）は、「貧困の罠」と題する特集号を組み、「『もう

お手上げだ』リンゴ農家からのＳＯＳ」として、負債

を抱え、60歳を越えても出稼ぎに追われるリンゴ農家

の窮状を伝えている（頁84～85）。

（19）　稲作30ha 作付（うち借入地23ha）の青森県下トップ

クラスの農家の稲作所得は、2004年度で600万円弱で

ある。これは地代・賃借料などの経費が多くかかるこ

とと米価の急激な下落等が響いている。

　　　　農家経営としては、その他に、作業受託及び施設野

菜などで所得を上げており、２夫婦４人の労働力で

1,100万円の地域最高の所得を上げている。

（20）　ＷＴＯ体制の特徴と日本農業との関係、その影響と問

題点、農業政策の批判的検討などについては、田代洋

一『日本に農業は生き残れるか』（大月書店、2001年）。

同『この国のかたちと農業』（筑波書房、2007年）が

的確である。また、『経済』（新日本出版社、1997年

７月号特集、No22）奥　和義、村田　武論文等にお

いても解題されている。その他、村田武『WTO と世

10ａ 10ａ 10ａ 10ａ
当たり 当たり 当たり 当たり

収量 全算入生産費 物 財 費 投下労働時間 粗 収 益
（千ha） （千ｔ） （㎏） （円） （円） （時間） （円）

平．17 1,702 9,062 532 101 146,687 76,831 30.02 116,382
16 1,697 8,721 514 98 148,161 77,038 31.02 118,504

平成13年 438 2,456 561 102 153,155 76,614 31.5 131,935
14 435 2,424 557 101 146,708 74,735 30.43 127,336
15 429 1,903 444 80 136,076 71,331 26.03 163,661
16 440 2,399 546 98 138,184 71,915 28.53 117,826
17 443 2,495 563 101 134,747 70,022 27.43 113,355

平．17 54 323 600 103 138,773 74,165 28.79 104,799
16 54 315 588 101 139,949 73,522 30.43 103,716

平．17 61 326 583 101 139,328 73,821 32.39 104,595
16 60 328 543 102 148,572 82,153 32.38 117,284

平．17 80 424 533 101 139,720 69,233 28.73 108,327
16 79 448 565 108 140,405 68,552 29.88 120,362

平．17 95 544 575 100 136,259 71,172 27.88 112,044
16 94 456 487 85 135,705 71,762 28.22 112,132

平．17 72 430 599 101 128,219 67,014 24.64 123,547
16 71 397 561 95 134,138 71,241 25.99 122,281

平．17 83 449 543 101 128,289 66,860 23.86 121,954
16 82 456 555 104 132,977 67,385 25.7 127,089

全国

東北

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

区分

作　物　統　計 米　生　産　費　統　計

作付面積 収穫量
10ａ当たり

作況指数



青森農業の危機―ＷＴＯ体制下の稲作・リンゴ経営破綻― 43

界農業』（筑波書店、2003）、田代洋一『WTO と日

本農業』（「筑波書店、2004）、スーザン・ジョージ著

『WTO 徹底批判』（作品社、2002年）等を参照された

い。

　　　　なお、青森県のリンゴ経営及びリンゴ火傷病の検疫

問題について、ＷＴＯ体制との関連で解明を迫った

著書として、宇野忠義『リンゴ農家の経営危機とリ

ンゴ火傷病の検疫問題』（弘前大学出版会、2007年）

がある。参照されたい。また近刊では、前掲の『世

界』2008年５月号、特集「食と農の危機」（岩波書店）、

『経済』2008年７月号、特集・食糧危機と日本農業

（新日本出版社）が参考となる。

（21）　2008年の農産物価格・市場問題を論じたものに、『農

業と経済』第74巻10号、特集・追い込まれる中核的担

い手たち、2008年10月号がある。果樹・リンゴについ

ては青森県の事例を拙稿で取り上げた。

　　　　なお、専門的な検討としては、日本農業経済学会

『農業経済研究』第78巻第２号（2006年９月）におい

て、「徹底討論・日本の農政改革」として、梶井　功

「招待講演・近ごろ、想っていること」、磯田宏「『農

政改革』論における価格・所得政策の位置」などがこ

の点を指摘している。その他、『経済』2008年７月号、

特集・食糧危機と日本農業（新日本出版社）が参考と

なる。稲作経営に関しては、佐藤了「米生産と農業政

策の問題点―秋田県大潟村に見る」において、大潟村

の稲作経営でも農業所得で家計費を捻出できなくなっ

ている窮状が分析されており、「安上がり食糧法政策

の限界」を示し、あるべき米対策の基本的方向につい

て５点指摘している（『同書』53～57頁）。また、北出

俊昭「米政策の検証と稲作経営の課題」においては、

矛盾が深まり転換が必要となった米政策について批判

的に検討し、米価下落要因を分析した上で、米の生産

調整と需給問題、さらに水田の高度利用による食糧問

題の解決方向を示唆している。

（22）　中国は1992年以降、驚異的な生産量の増大を実現し、

2,300万トン以上に達し（世界の生産量の38％を占め

る）、たちまち深刻な過剰状況に陥り、世界最大のリ

ンゴ生果実・果汁の輸出国にもなった。詳しくは、拙

著『リンゴ農家の経営危機とリンゴ火傷病の検疫問題

―ＷＴＯ体制下の構造問題に迫る―』（弘前大学出版

会、2007年）第１章を参照されたい。

（23）　農水省の調査によれば、2004年度の青果物の市場経由

率は、野菜果実とも前年度より更に低下し、野菜で

76.8％、果実では前年度の54％から49％へと大きく低

下している。果実は1989年度には市場経由率が78％で

あったが、92年度に70％に下がり、更に99年度には

57％へと低下していたが、2004年度には初めて50％の

水準を割り込んでいる。これは、輸入量の増大が大き

く影響している（『日本農業新聞』2007年５月29日号）。

　　　　なお、これらの市場流通問題を総括的に論じたもの

に、三國英實著『食料流通問題の展開過程』（筑波書

房、2000年）ことに第Ⅰ編「食料流通構造の再編成過

程」、また、青果物流通市場の再編とスーパー資本と

の関係を論じたものに、木立真直「生鮮食品流通と卸

売市場システム」、坂爪浩史 ｢ スーパー資本の展開と

生鮮食品調達システム ｣（三國英實編『今日の食品流

通』（大月書店、1995年）等を参照。

（24）　長谷川啓哉「平成不況下における低賃金地帯の地域労

働市場とリンゴ農家の特質―津軽地域の水稲・リンゴ

複合地帯を対象として―」（農業問題研究学会『農業

問題研究』第60号、2007年６月）においては、津軽の

リンゴ地帯の労働市場が極めて限られており、さらに

縮小してきている中で、低賃金（長時間労働）を特徴

としていること、その労働市場条件が専業的農業労働

を必要とし、また季節的雇用労働をも必要とするりん

ご果樹労働の季節的拘束性とリンゴ経営の実態とリン

クしていることを黒石市の事例によって実証的に分析

している。そこでは、労働市場条件を含めた経営の存

立条件の厳しさがにじみ出ている。

　　　　ここで、青森県の労働市場について青森労働局の資

料により補足しておきたい。

　　　　青森県では製造業の展開・労働市場が非常に遅れて

いたのみならず、縮小してきており、産業別就業人口

比率では2005年で10.4％にすぎず、東北の16.4％、全

国の17.3％に大きく水をあけられている。逆に、青森

県では鉱業・建設業の比重が高く11.0％を占め製造業

を上回り、東北の10.3％、全国の8.8％を上回っている。

　　　　第一次産業就業率は、青森県が14.1％と全国最高位

にあり、東北10.3％を大きく超え、全国4.9％の３倍近

い比重となっている。

　　　　有効求人倍率は、全国最下位グループに属し、バブ

ル景気の末期1990年では、全国1.4の水準に対し、0.6

から0.7と約２分の１の低位であった。その後景気の

後退に伴い有効求人倍率は急落して0.5を割り込み、

2000年以降は0.4以下に落ち込んでいる。全国的に景

気が上昇すると、全国平均と停滞的な青森県との格差

が広がり、２倍以上に開いてきている。

　　　　また、毎月勤労統計調査結果によれば、2006年で

は、青森県産業全体の常用労働者のうちパート比率は

21.5％であり、飲食・宿泊業、卸・小売業で32～59％

と高くなっている。

　　　　それらを反映し、賃金水準も全国最下位グループに

属し、全国平均の80％にとどまっている。西南暖地遠

隔地域の低賃金地帯と相違して、積雪寒冷地帯である

だけに、賃金水準がより厳しく感じられるものがある。

　　　　こうした労働市場を反映し、出稼ぎ者が全国一の県

となっている。1983年のオイルショック以前の高度成

長期には８万人以上の出稼ぎ者がいたが、1975年以降

の低成長期に入り減少していき、1991年のバブル景

気破綻後は５万人を割り込んでいる。その後は毎年

１０％以上の減少を続け、2000年には２万人を切った。

2007年には8千人弱に減少している。かっては冬型出

稼ぎが約60％であったが、現在は44％程度に減少し、

夏型、通年型など分化してきている。

　　　　なお、労働市場の展開状況と農業経営の存立・展開

条件の関係性、相違性などについて、東北・宮城県と

近畿・滋賀県の稲作地帯の実証分析によって解明した

著書として、田畑　保・宇野忠義編『地域農業の構造

と再編方向』（日本経済評論社、1990年）がある。そ

の中で、拙稿「地域労働市場の展開と農家の就業構
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造」において近畿型・東北型の労働市場と農家の就業

構造の地域類型的な違いを比較分析した。青森県は当

時でも東北でもっとも労働市場の展開が遅れていたが、

現在も同様である。

　　　　また、古い事例であるが、拙稿「最近における山形

県の季節出稼ぎ急増の実態とメカニズム」（『農業総合

研究』第26巻第４号、1972年10月）において、出稼ぎ

の背景にある地域の労働市場と農業経営の実態を分析

し、出稼ぎせざるを得ない要因とその再生産の社会経

済的状況について解明し、出稼ぎが孕んでいる社会的

問題についても指摘した。青森県の現実にも通じる構

造的問題が読み取れる。参照いただきたい。

　　　　さらに、農業経営問題を歴史的・複眼的・構造的に

分析した専門書として、磯辺俊彦編『危機における家

族農業経営』（日本経済評論社、2003年）が参考とな

ろう。

（25）　五所川原市におけるリンゴ・野菜専業農家の経営調査

分析を行ったものに、拙稿「リンゴ・野菜専業農家の

経営問題」（五所川原農業活動推進本部・五所川原市

農業委員会編『五所川原農業活力推進計画及びアン

ケート・ヒアリング調査報告－集落と営農の新たな挑

戦－』（2008年3月、45～53頁）がある。その事例でも

厳しい経営実態が示されている。販売方法、販売先、

流通経費の削減あるいは機械・施設・資材費の削減等

が重要な経営問題であり、農協や行政の課題について

もふれておいた。

（26）　農業委員会については、農政課題要求などの汲み上げ、

意見要望のとりまとめの他に、地代水準、貸借条件等

についての調整や指導性の発揮が求められている。地

域労働市場が閉塞的であり、農外所得が乏しく、高齢

化も進展しており、乏しい年金生活者も多いことを考

慮すると、貸し手、借り手ともに厳しい経済条件に追

い込まれており、調整も困難なことが予想されるが、

農業生産者を基本に据えて、検討すべきであろう。

　　　　また、規模拡大してきた専業的農家はそれぞれに雇

用労働に依存しているが、雇用労働力の絶対的不足が

みられる。自らの経営状況が厳しく、自らの労働所得

よりも高額な賃金を支払うこともまれではないが、農

業労働を担当しうるかつ耐えうる労働力が不足してき

ている。自然・生物相手の農業労働になじみ、耐える、

またその心構え、技能を備えた労働力が絶対的に不足

してきており、深刻な問題となっている。この面から

も経営の存続が問われかねない事態になりつつある。

大規模経営にとっては深刻な問題となっている。個別

経営で解決できない事態といえよう。

　　　　農業労働雇用問題に対する政策・取り組みが緊急に

求められている。

　　　　県及び国レベルの課題としては、農産物価格の低下、

所得低下に対する安定化・保障措置が何よりも必要で

ある。

　　　　リンゴ経営に関しては、リンゴ農家の経営安定対策

が重要である。1997年のリンゴ価格の激落を契機に青

森県の単独事業で99年に発足した「青森県生食用りん

ご価格安定制度」は、2001年からは国も加わった「果

樹経営安定対策事業」として継続してきた。緊急不可

欠のものであり、不十分ながらも価格の暴落に対して

一定の補填がなされ、激減している所得の一部が補償

されている。2001、02年産の価格暴落時に２年間で青

森県に合計64億円の支払いがあり、損失の一部補填が

なされた。しかし、金額・量などでまだ不十分であり、

また、何よりも加工用リンゴが全く対象とされておら

ず、底に穴が空いているバケツのようなものである。

それは、前述したように、生果の価格下落に強く連動

しているからである。

　　　　なお、2007年９月19日付け『東奥日報』によれば、

県産リンゴの価格下落に備えるため青森県が2007年度

に創設したリンゴの経営安定対策への生産者の加入が、

最終的に3,656人と目標の57％にとどまった。りんご

果樹課の説明では、旧対策で要件を満たす加入者のう

ち約8割相当は新対策に移行したと見られるようであ

るが、県全体のリンゴ販売農家に対する加入率は21％

にとどまっている。

　　　　2006年度で終了した国の対策に代わる県単事業とし

て、リンゴ業界の意見も取り入れ創設した独自制度で

あるが、対策は、リンゴの価格が下落した際、加工用

に振り分け、価格浮揚を図る「緊急需給調整」と、さ

らに価格が下落した時に、生産者、県、市町村で拠出

した基金から補てん金を支払う「経営安定対策」の二

段階方式で実施することになっている。

　　　　経営安定対策は、50㌃以上の園地でリンゴを栽培し

ている農家であれば、誰でも加入できるが、加入面積

の上限を１㌶としている。事業期間は2010年産までの

４年間だが、加入受け付けは2007年度だけである。発

動された場合、次年度の生産につながるよう農薬費相

当分を支援する内容である。

　　　　リンゴ農家からの聞き取りによると、加入面積の上

限の設定並びに加工用を含む全生産量を対象とした

「緊急需給調整」と加工用を除外した「経営安定対策」

の実効性、価格補填の不十分さ等に対する懸念や批判

的意見が多く聞かれる。また、生産者負担率の増大

（2004年度までの17．5％から25％へ増大）と補償額が

少ないことが問題と受け取られている。国が対策から

手を引いたことによる打撃と衝撃が大きいと言え、そ

の実効性が問われている。

　　　　かつて青森県が野菜生産を維持・増大してきた背景

には、青森県独自の価格差補給制度があったことを指

摘せざるを得ない。1994年までの20年間に19億円余り

の補給金を交付し、価格低落の打撃を緩和してきた。

また、ヤマセ常習地帯にもかかわらず県下で上位の野

菜出荷額を維持してきた三沢市では、３、４年に１回

の不作あるいは価格変動に悩まされる中で独自の価格

安定制度を農協と市が設定し、経営の安定に努め、成

果をあげてきた。

　　　　加工リンゴを含めたこうした制度の国レベル、地域

レベルでの格段の拡充と工夫が不可欠である。

（27）　村田武『ＷＴＯと世界農業』（筑波書店、2003）33頁

より引用。同書はＷＴＯの農業協定の特徴、背景など

を分析した見逃せない文献である。

（28）　それらの国際会議における議論と日本政府の主張・

議論の展開については、『農業と経済』2008年12月号、
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特集「『食糧危機』に直面する世界と日本」（昭和堂、

2008年12月）の諸論稿が紹介し、分析している。

　　　　ことに、小池恒男「ＷＴＯ、日本は何を訴えるべき

だったか」においては、論点整理の上で、農業生産の

振興と小規模農家の食料生産増大、持続可能な農業生

産、格差社会の固定化に対抗する食料消費のための施

策などが提起されている。久野秀二「食料サミットと

国際機関の対応」においては、世界人権宣言を条約化

した「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規

約」に基づいた「食料への権利」と生態系利用型農業

に根ざした根本的打開の道、を提起しており、注目さ

れる。

　　　　なお、2007年10月16日付けの「朝日新聞」の「私の

視点」には、ＦＡＯ（国連食糧農業機関）事務局長、

ジャック・ディウフ氏が、世界食糧デーに際して次の

ような訴えを寄稿している。

　　　　「食糧への権利は国連世界人権宣言で認められてい

る権利であり、経済、社会および文化的権利に関する

国際条約を批准した156カ国においては、その責務で

もある。」として、「食糧への権利」の認識を深め、実

行に移すことを提起している。きわめて重要なかつ対

応が緊急を要する訴えであり、日本においても真剣に

取り組むべき課題である。　

（29）　同上書において、鈴木宣弘は「東アジア地域の食糧

安全保障」を論じているが、交渉の中断については、

「今回の決裂は、単純な関税削減の継続に一定の歯止

めをかけ、狭義の経済効率だけでなく、貿易自由化が

国家の安全保障を弱め地球環境へ負荷を高めるといっ

た負の影響（外部不経済）を総合的に考慮して、食料

の国際的な貿易ルールの見直しのために立ち止まる、

いい機会を与えてくれた。」と期待をつなぎ止めてい

る。

（30）　上記、小池、久野論文を参照されたい。

（31）　スーザン・ジョージは、同書において、①ＷＴＯ交渉

の一時停止、②ＧＡＴＳの第１条３（c）の抹消（各

国政府がそれぞれの国内において公共サービスを統

制する絶対的権利を今一度はっきりと確認すること）、

③紛争解決機関によって徐々に確立された法規や法解

釈を、世界人権宣言及び国連憲章、国際労働機関の基

本協約、様々な多国間環境協定に表現されている国際

法に従属させるべきである。④経済犯罪を裁く国際法

廷の提唱、⑤各国の輸入食品に対する独自の品質基準

の設定の権利保障、⑥環境並びに人間や動物の保健衛

生を保護する各国政府の法的能力の保障とそれらに関

する予防原則の適用。⑦全ての国における小規模農業

者の存在への権利や食料安全保障の権利等について提

言している。（82～89頁）

　　　　なお、フェアトレードについては、池上甲一「拡大

するフェアトレードは農産物貿易を変えるか」（『農業

と経済』70巻４号、2004年４月号）及び村田武「フェ

アトレードと日本農業・食料問題」（同上）等の特集

が参考となる。

（32）　ジョセフ・スティグリッツ『フェアトレードー格差を

生まない経済システムー』（日本経済新聞社、2007年）、

同『世界に格差をバラ撒いたグローバリズムを正す』

（徳間書房、2007年）を参照。

（33）　高田太久吉「岐路に立つグローバル金融システム」

『経済』No．61、2000年10月号、新日本出版社）頁63

～74を参照。なお、同10月号は、「20世紀の資本主義

と21世紀」と題した特大号であり、「20世紀末資本主

義」、「グローバリゼーションと国民経済」、社会保障、

投機社会、多国籍企業、「戦後日本資本主義と農業問

題」など多面的な論稿が鋭い分析を行っている。

（34）　高田太久吉「『経済の金融化』は資本主義をどこに導

くか」（『経済』No.155、2008年８月号、30頁）より引

用。８月号は「金融投機化への対抗」と題する特集号

であり、原油急騰問題、サブプライム問題、金融・投

機取引と投機マネーの規制などについて分析されてい

る。

　　　　また、サブプライム問題の本質については、高田太

久吉「資産証券化の膨張と金融市場」（『経済』2008年

４月号　頁83～102）が詳細な分析を行っている。さ

らに、同「暴走する投機経済の行方」（『経済』№160．

2009年１月号）において、原油市場における投機マ

ネーなど投機資本の実態と本質を解明し、投機マネー

規制のための必要な措置を９点に亘って提示している。

（35）　食料の安全保障については、『農業と経済』2007年８

月臨時増刊号、「フードセキュリティ、世界の食糧

安全保障政策はいま」が参考となる。また、『世界』

2008年5月号、特集「食と農の危機」（岩波書店）、『経

済』2008年7月号、特集・食糧危機と日本農業（新日

本出版社）が見逃せない。また、田代洋一『この国の

かたちと農業』（筑波書房、2007年）を参照されたい。

　　　　最近刊では鈴木宣弘『現代の食料・農業問題』（創

森社、2008年）が分かり易い。
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Causing Agricultural Crisis in Aomori Prefecture
― Management Break down of the Rice Farming & Apple FarmingUnder the WTO Frame work ―

Tadayoshi UNO

Laboratory of Food and Agricultural Economics

SUMMARY

     The producer’s rice price has been decreasing under the circumstances of the over production of rice and moreover, 8 million 

tons of the Minimum Access Rice has been imported to Japan from U.S.A., China and so on under the WTO Frame work.

     Consequently many rice producing farmers have been compelled to do non agricultural jobs and to grow the upland crops on the 

paddy fields. Many farmers have been suffering from hardship due to low prices of their products as a result of intense competition 

and decreasing government supports.

     Rice farmers businesses in Aomori Pref. have been operating in the red during the last 8 years. It may become impossible for rice 

farmers in Aomori Pref. to produce and reproduce rice in future.

     On the other hand, half of the apples in Japan are produced in Aomori, and about 20% of these apples are used for processing 

and are sold at very low prices.

     In 1990, the Japanese government sanctioned unlimited imports of apple juice. In 2004, Japanese imports of condensed apple 

juice amounted to 94,000 tons, and imports of apples and apple juice were equivalent to 700,000 tons of raw apples. 50% of the 

Japanese imports of condensed apple juice come from China.

     The prices of apples used for processing have fallen around 60% or more, while the  prices of apples themselves have been 

decreasing. Thus, the incomes of apple farming businesses have decreased about 50 %, from 317,000 yen per 10a. in 1990 to 

157,000 yen in 1999. This has caused grave hardship for farmers.

     Many apple farming businesses are operating in the red. More severely, recently the prices of the oils, fertilizers, agricultural 

medicines, machines and other materials have been rising rapidly. Therefore it will become increasing difficult for apple farmers in 

Aomori Pref. to produce and reproduce apples in future.
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